
R7 R8 R9 調査時期

100.0

98.6% 3

 　各種調査結果等を基に、各研修の
目的や対象を明確化した上で内容等
の工夫を図ったほか、先進校の実践
事例、有識者によるオンデマンド動画
等の情報を積極的に発信したことに
より、各学校においてICTを活用した
授業改善の意識が高まり、実績値は
目標を下回っているものの、ほぼ毎日
端末を活用して授業を行う学校の割
合が増加傾向にある。

点

R6.4

全国学力・
学習状況調
査（文科
省）

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名 施策項目13　ＩＣＴの活用推進 所管課
ＩＣＴ教育推進課（高校教育課、義務教育課、特別支援教育
課、生徒指導・学校安全課）

２　定量評価

指標
基準値
(R4)

目標値(上段)
進捗率

点
数

施策の
方向性
(要約)

○　　学習指導要領に位置付けられた情報活用能力の育成に向けて、教科等横断的な視点から教育課程の編成を図り、各学校に
   おけるカリキュラム・マネジメントの充実を図る。

○　　各教員が教科等の指導において効果的にＩＣＴを活用し、学習指導要領が求める「主体的・対話的で深い学び」を実現できる
   よう、指導助言や研修を実施するなどして、教員のＩＣＴ活用指導力の向上を図る。

○　　校長のリーダーシップの下、組織的にＩＣＴ活用を展開できるよう、校内の推進体制や教育課程におけるＩＣＴ活用の位置付け、
　　研修計画などについて明らかにし、学校が一体となった取組の充実を図る。

○　　ＧＩＧＡスクール構想によって整備されたＩＣＴ環境が適切に維持・管理されるよう、自校のＩＣＴ環境整備の方針を明確にすると
    ともに、児童生徒が家庭等で端末を有効に活用して学ぶことができるよう、学校外での端末の安全・安心な利用環境を整え、対
　　面授業とオンライン学習のハイブリッド型の学びのサイクルの構築に取り組む。

前年度
の状況

総合評価 評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

概ね順調

○取組の柱（１）、（２）、（３）及び定量評価における３つの指標
・ＩＣＴ機器やネットワーク維持管理のトラブル対応を行う「サポートデスク」等での相談対応
・授業におけるＩＣＴ活用に関する取組事例や学習コンテンツの情報発信
・ＩＣＴ活用に関する研修会や協議会の実施
・授業でのＩＣＴ活用の取組事例や学習コンテンツの情報を掲載した広報誌やポータルサイトによる情報発信の充実

○取組の柱（１）児童生徒の情報活用能力の育成に資する実践の普及・啓発
・ＩＣＴ活用ポータルサイトで各種情報の更新やリーディングＤＸスクール事業の情報を掲載するなど、コンテンツを充実

○取組の柱（２）教員のＩＣＴの効果的な活用に向けた取組の充実
・学校・教員のニーズに応じたオンデマンド研修動画、配付資料等の作成によりコンテンツを充実

○取組の柱（３）情報通信技術支援員（ＩＣＴ支援員）等外部人材による教員のＩＣＴ活用の支援
・１人１台端末の共同調達を円滑に実施するとともに、北海道ＧＩＧＡスクール推進協議会において１人１台端末のICT利
活用の推進を踏まえた各回の実施テーマを選定し、各市町村を支援
・学校や市町村教育委員会のニーズに応じた電話相談等の支援や、学校業務を支援するスタッフ等のニーズを踏まえた
研修を充実
・地域のデジタル人材の育成に資するため、道立学校においてＩＣＴ支援員を活用したコンサルティングを行い、ＩＣＴの活
用を推進
・今後の更なるＩＣＴ機器やデジタル教材等の利活用に向けて、通信ネットワーク環境の最適化を図るため、道立学校に
おける通信ネット ワークの分析・診断（アセスメント）を実施

○取組の柱（４）感染症や災害発生時などにおける教育活動の継続に向けた支援
・学校・教員のニーズに応じた取組事例の収集や学習コンテンツの作成によりICT活用ポータルサイトや広報誌等を充
実

○取組の柱（５）学習者用デジタル教科書の効果的な活用
・指導主事の学校訪問等において、道教委の教育課程改善の手引をもとにしたデジタル教科書の効果的な活用や、デ
ジタルと他の様々な教材等を効果的に組み合わせて指導することの大切さ等について指導助言

出典
（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6
児童生徒一人一人に配備
されたＩＣＴ機器を活用し
た授業が行われた学校の
割合(%)（小･中） 小69.9

中63.7

小76.6
中70.1

小82.1
中77.6

小76.0
中72.0

小84.0
中78.0

小91.0
中85.0

小98.0
中92.0

所管課ＨＰ

－39－ 



④-1　「ネットトラブル未然防止の
ための総合ヘルプサイト」にネットト
ラブル未然防止啓発資料を掲載
（６月、８月、12月、２月）

④-2　「STOP SNS Troubleポー
タルサイト」に「闇バイト」への関与
防止のための啓発資料を掲載
（12月）

④-2　道や道警察等と連携し、中高生向けに啓発資料に
事例を掲載する等、児童生徒の犯罪への関与防止に向け
た取組の充実に寄与している。
④-１，２　児童生徒のネットトラブル未然防止等に向けて、
引き続き、最新の情報提供が必要である。

④-1　民間委託業者と連携し、ネットパトロールの結果を
基に、教職員向けと保護者向けの啓発資料それぞれに事
例を掲載する等、児童生徒のネットトラブルの未然防止に
向けた取組の充実に寄与している。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況
①ＩＣＴ活用ポータルサイトのコンテ
ンツの充実と、小中高の12年間を
見通した情報活用能力の育成に関
する情報提供と活用支援

②小・中学校教育課程改善の手引
等において、ＩＣＴを活用した授業改
善について掲載

③「ＧＩＧＡワールド通信」等で情報
モラルに関する情報を掲載

④関係機関と連携し作成したネット
トラブル未然防止啓発資料をＷｅｂ
ページに掲載

⑤ネットの安全・安心な利用に向
け、教職員、保護者を対象とした講
習会を実施

②ICTを活用した授業改善につい
て、教育課程改善の手引や授業づ
くりに関する指導資料に掲載し、
Webページで周知するとともに、指
導主事の学校訪問で教育課程改
善の手引を活用した指導助言

③「GIGAワールド通信」等で情報
モラル等に関する情報を掲載（４
月、１月）

⑤-1　本庁主催で教職員向けネッ
トパトロール講習会を実施（参加人
数Ｒ５：２２４名→Ｒ６：206名）
⑤-2　各管内ごとに子どもたちを
ネットトラブルから守るための保護
者向け学習会を実施（開催時期８
～２月、参加人数Ｒ５：１，２７８名→
Ｒ６：1,016名）

②全ての小・中学校において１人１台端末等のICT活用に
係る校内研修を実施しており、授業改善が進展している。
取組を継続するため、引き続き、各学校の好事例の周知や
指導主事による学校訪問等での指導助言が必要である。

③児童生徒が端末を活用する上でのルールづくりやルー
ルを意識させるための手立てなどの具体的な事例のほか、
情報モラル教育指導者セミナーの案内を掲載するなど、学
校における情報モラルの育成に資する情報を提供すること
ができた。生成AIをはじめとしたAI技術はかつてないス
ピードで社会に普及してきていることから、子どもたちの情
報活用能力の育成に向けて、引き続き、情報モラルやメディ
ア・リテラシー等に関する情報を継続的に提供していくこと
が必要である。

⑤児童生徒のネットトラブルの未然防止や早期発見・早期
対応に資するためのネットパトロール講習会の実施により、
児童生徒のインターネットや携帯電話の利用状況の確認、
ネットパトロール技術について理解を深めることに寄与して
いる。また、保護者向け学習会では、フィルタリングの利用
や家庭でのルールづくりの重要性についての理解を深め
ることに寄与。児童生徒のネットトラブル未然防止に向け
て、引き続き、最新の情報提供が必要である。

①セミナーと協議会の目的
を明確にし、研修の内容、時
間、方法等の工夫を図った
ことにより、昨年度より参加
者が増加し、各学校におい
て情報活用能力の育成に
向けた取組が進められてい
る。

②道内の小・中学校におい
て、１人１台端末等のICTを
活用した研修の取組が広
がった。

③各種研修での説明や通
信等で先進校の実践事例
等を発信してきたことによ
り、情報モラルを含む情報
活用能力の育成に向けた教
職員の意識が向上してきて
いる。

④日々アップデートされる
ネットトラブルの事例に応じ
たコンテンツを充実するとと
もに、「闇バイト」の実態、特
徴などの情報を掲載し、イン
ターネット等に潜む危険性
の注意喚起を図った。

⑤日々アップデートされる
ネットトラブルの事例に応じ
たコンテンツを充実した。

①-1　ICT活用ポータルサイトの更
新（更新回数24回）

①-2　リーディングDXスクール事
業オープンセミナー（６月、10月
399名参加）及びICT活用全道協
議会（12月 386名参加）等を全
校種の教職員を対象に実施

①-1　ICT活用ポータルサイトに生成AIの利活用に関する
コンテンツや、リーディングDXスクール事業指定校の取組
を更新するなど、情報活用能力の育成に資する情報を提
供することができた。情報活用能力は学習の基盤となる資
質・能力であることから、引き続き、先進校の好事例の紹介
や資料提供に努めていくことが必要である。

①-2　文部科学省学校DX戦略アドバイザーによる講義や
事業指定校の実践発表、テーマ別協議等を通じて、多くの
参加者が自校での新たな取組や課題解決の方策を見い
だしていた。より多くの教職員に参加してもらえるよう、研修
の内容や方法等の改善を図るとともに、周知方法を工夫す
ることが必要である。

指標
基準値
(R4)

目標値(上段)
進捗率

点
数

出典
（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査時期

R6.3
(R7.3)

3

　　ICT活用に関する研修会や協議会
の実施のほか、授業におけるICT活用
に関する取組事例や学習コンテンツ
の情報を掲載した広報誌やポータル
サイト等による情報発信を行った。

点
R6.3

(R7.3)

学校における
教育の情報
化の実態等に
関する調査
（文科省）

授業にＩＣＴを活用して指
導することができる教員の
割合(%)（小、中、高、特）

91.1
（R3)

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

90.9%

90.9 (R7.10)

３　定性評価
取組
の柱

(1)児童生徒の情報活用能力の育成に資する実践の普及・啓発
点
数

1 点

100.0

96.1% 3

　　ICT活用に関する研修会や協議会
の実施のほか、授業におけるICT活用
に関する取組事例や学習コンテンツ
の情報を掲載した広報誌やポータル
サイト等による情報発信を行った。

96.1 (R7.10)

情報活用の基盤となる知
識や態度について指導す
ることができる教員の割合
(%)（小、中、高、特） 96.1

（R3)

100.0 100.0 100.0 100.0

学校における
教育の情報
化の実態等に
関する調査
（文科省）

点

－40－ 



①-1　ICT活用指導者養成研修の
実施（５月）（Ｒ５：２４１名→Ｒ６：
282名参加）

①-1 GIGAスクール構想の実現に向けた国や道の状況、
先進的な学校や教育委員会の実践事例、地域や学校の
課題解決に向けた協議等を通して、多くの参加者が地域
や学校における今後の取組の見通しをもつことができた。
学校での組織的な取組の一層の推進に向けて、研修の対
象、内容、方法などの改善・充実を図ることが必要である。

②共同調達会議及び実務担当者レベルの事業部会・作業
部会において、更新する端末の共通仕様書や事業者選定
方法について共通理解を図り、円滑な共同調達を行うこと
ができた。共同調達については令和10年度調達分まで続
く予定であることから、引き続き、共同調達会議等で各市
町村の共通理解を図り、共同調達の円滑な実施に向けて
事務を進める必要がある。

③ICT支援員を配置している道内市町村数はやや増加し
たものの（R5：51市町村→R6：58市町村）、未配置市町
村では人材確保や財政面を配置が困難な理由としてあげ
ている。引き続き、人材確保や財政面に係る国の支援内容
を周知し、各市町村におけるICT支援員の配置促進を図る
必要がある。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】

取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】

②道内の全市町村教育委員会教
育長を構成員とする共同調達会議
等を開催するとともに、共同調達に
おける端末調達事業者を選定する
ための入札について、令和６年度
調達分を９月に、令和７年度調達
分を３月に実施

③ICT支援員の配置状況や活用
事例等について調査し（５月）、そ
の調査結果や配置のための財政
措置等について北海道GIGAス
クール推進協議会において各市町
村教育委員会と情報共有（２月）

取組
の柱

(2)教員のＩＣＴの効果的な活用に向けた取組の充実

②１人１台端末の共同調達の円滑
な実施

③市町村における情報通信技術支
援員（ＩＣＴ支援員）などの外部人
材の配置を促進

点
数

1 点

取組
の柱

(3)情報通信技術支援員（ＩＣＴ支援員）等外部人材による教員のＩＣＴ活用の支援
点
数

1 点

①教員のＩＣＴ活用指導力の向上を
図るため、研修会や協議会を実施

②オンデマンド研修及び校内研修
プログラム等のコンテンツの充実と
校内研修の推進

①各種調査結果を基に道
や各地域、学校等の実態に
応じて研修の内容や構成の
工夫を図ったことにより、昨
年度より参加者が増加し、
各学校においてICT活用が
進められている。

②学校・教員のニーズに応
じたオンデマンド研修動画
や資料等のコンテンツを充
実したことにより、ICTポー
タルサイトへのアクセス数が
増加している。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 進捗状況

①-2　ICT活用全道協議会の実施
（12月 386名参加）

①-3　各管内においてICT活用協
議会を実施（14管内合計 1,111
名参加）

①-4　教員のニーズを踏まえた、ク
ラウドサービスの基本的な操作方
法に関するオンライン操作研修の
実施（５月～７月）（Ｒ５：７２０名→Ｒ
６： 956名参加）

①-2 文部科学省学校DX戦略アドバイザーによる講義や
事業指定校の実践発表、テーマ別協議等を通じて、多くの
参加者が自校での新たな取組や課題解決の方策を見い
だしていた。より多くの教職員に参加してもらえるよう、研修
の内容や方法等の改善を図るとともに、周知方法を工夫す
ることが必要である。

①-3 各教育局が管内の状況や学校等のニーズを踏まえ
た協議会を企画・運営したことにより、多くの参加者が自校
の課題を明確にするとともに、ICTを活用した好事例の共
有や課題解決に向けた協議を通して、自校での新たな取
組を見いだすことができた。各管内における協議会の一層
の充実に向けて、先進事例や好事例等を情報提供するな
どの支援を行うことが必要である。

①-4 クラウドサービスの操作に重点を置いた演習を通し
て、多くの参加者がクラウド活用の効果を実感し、実践意
欲を高めていた。端末と汎用的なクラウドを活用した授業
の推進に向けて、具体的な授業場面での活用を想定した
内容に発展させることが必要である。

②-1　新規オンデマンド研修動画
の追加（動画 11本追加）

②-2　学校等のニーズに応じた校
内研修等の支援（研修 38回実
施）

②-1 今年度実施した研修講師の講義動画を配信したこ
とにより、校内研修や個人研修、研修参加者の学び直しな
どで活用された。引き続き、道内の教職員が自己課題に応
じて「いつでも」「どこでも」「何度でも」視聴できるよう、オ
ンデマンド研修動画の充実を図るとともに、周知方法等の
工夫を図ることが必要である。

②-2 申込みのあった学校に対してヒアリングを実施し、よ
り学校のニーズに応じた研修支援を行ったことにより、参
加した教員の意識が高まり、校務や授業でのICT活用が
推進された。具体的な研修内容の希望をもっていないケー
スも見られることから、研修モデルを提示し、選択してもらう
などの工夫を図ることが必要である。また、生成AIの利活
用に関する研修支援を希望する学校等が複数あり、教職
員の関心も高まってきていることから、生成AIの利活用に
関する取組を進めることが必要である。

進捗状況

②令和８年度以降の共同調
達の円滑な実施に向け、引
き続き共同調達会議等にお
いて各市町村の共通理解を
図る。

①-1　「GIGAトラブルサポートデス
ク」「道教委ICT活用サポートデス
ク」を設置し、各学校や市町村教育
委員会からの相談に対応
（Ｒ５：217件→Ｒ６：660件
※R6から「GIGAトラブルサポート
デスク」も設置）
①-2 北海道GIGAスクール推進
協議会の開催（７月,２月）

①-1 サポートデスクにおいて、学校・市町村教育委員会
のニーズに応じた相談支援を実施することができた。学校
や地域によりICT環境や活用の状況が異なることから、
ニーズに応じた丁寧な支援を実施することが必要である。

①-2 全道域での意見交換・情報交換を通じ、市町村教
育委員会におけるICT活用のサポート体制強化に寄与し
ている。引き続き、各市町村教育委員会におけるICT活用
に係るニーズ等を踏まえ、各回の実施テーマを検討する必
要がある。

①-1 サポートデスクによる
支援を継続して実施し、各
学校や各地域からの相談に
対応していく。

①-2 ICTの効果的な活用
や学校への支援方策等に
係る情報共有などを行い、
各地域におけるICT活用の
サポート体制を充実させる。

①ＩＣＴ環境の管理・運用に関する、
サポートデスク等による学校・市町
村教育委員会のニーズに応じた相
談対応などの支援の充実と北海道
ＧＩＧＡスクール推進協議会におい
て１人１台端末のICT利活用の推
進を踏まえたテーマを選定し、各市
町村を支援

③道内市町村のICT支援
員配置状況等を把握した上
で、配置を促進する方策等
について情報共有を行う。
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④学校におけるＩＣＴの円滑な活用
を図るため、学校業務を支援するス
タッフ等を対象とした研修会の実
施

取組
の柱

(4)感染症や災害発生時などにおける教育活動の継続に向けた支援
点
数

1 点

④教員と学習支援スタッフ
の勤務条件が異なることか
ら、学習支援スタッフも勤務
時間内で参加できるよう、実
施時間等を工夫する必要が
ある。

⑤-1 サポートデスクによる
支援を継続して実施し、各
道立学校からの相談に対応
していく。

⑥市町村立学校の教職員
まで対象を広げたことによ
り、前年度より参加者が増
加し、端末と汎用的クラウド
を活用した授業等が広がっ
てきている。

⑦引き続き、道立学校の学
校DXに向けたICT支援員
による支援を継続していく。

④各種研修を通して、同じ学校の教員と学習支援スタッフ
が学校におけるICT活用の基本的な考え方や１人１台端
末の活用を支援するポイント等について共有し、役割など
を明確にすることができた。研修への参加については教員
と学習支援スタッフとでは勤務条件が異なることから、引き
続き、研修の参加対象を学習支援スタッフまで広げ、参加
については任意を基本とすることが必要である。

⑤-1 サポートデスクにおいて学校のニーズに応じた相談
支援を実施することができた。引き続き、道立学校のニー
ズに応じた丁寧な支援を行う必要がある。

⑥道立学校はもとより市町村立学校の教職員まで対象を
拡大して実施した。クラウドサービスの操作に重点を置い
た演習を通して、多くの参加者がクラウド活用の効果を実
感し、実践意欲を高めていた。端末と汎用的なクラウドを活
用した授業の推進に向けて、具体的な授業場面での活用
を想定した内容に発展させることが必要である。

⑦ICT支援員と教育局等指導主事による学校訪問では、
小テスト作成ツールや欠席連絡ツール等の校務効率化に
関する技術提案に加え、授業改善の観点からの指導助言
についても行い、学校DXを推進するための土台をつくるこ
とができた。引き続き、各道立学校の学校DXに向けた取
組状況を把握し、学校のニーズに応じた支援を実施する必
要がある。

⑤-2 ネットワーク速度の確保に向
けた課題を特定するため、規模別・
学校種別に道立学校25校を抽出
し、ネットワークアセスメントを実施

⑤-2 ネットワークアセスメントの結果、通信機器への過負
荷による速度低下、気象レーダー等の電波干渉など、ネット
ワーク速度の低下の要因と考えられる課題を特定すること
ができた。引き続き、特定された課題に対し、最適な機器設
定を検討するなど、ネットワーク速度の改善に向けた検討
を進める必要がある。

⑤-2 ネットワークアセスメ
ントの結果、特定された課題
への対応に向けた検討を行
う。

⑤道立学校のＩＣＴ機器や教育情
報通信ネットワーク等を、事務職員
が教員と連携して日常的に維持・
管理できる体制の構築と通信ネッ
ト ワークの分析・診断の実施

⑥道立学校事務職員を対象とした
クラウドサービスの基本的な操作の
習得

⑦道立学校においてＩＣＴ支援員を
活用したコンサルティングを行い、Ｉ
ＣＴの活用を推進

④参加対象に学習支援スタッフ等
も含めた各種研修の実施

⑤-1 道立学校における教育情報
通信ネットワークの維持・管理に関
するトラブルについて「GIGAトラブ
ルサポートデスク」において相談対
応

⑥教員のニーズを踏まえた、クラウ
ドサービスの基本的な操作方法に
関するオンライン操作研修の実施
（５月～７月 956名参加）

⑦各道立学校におけるICT活用状
況を把握した上で、ICT支援員と
教育局等の指導主事が全道立学
校を訪問し、各学校の状況に応じ
た技術提案・指導助言を実施（～
10月）

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況
①授業におけるＩＣＴ活用及びオン
ライン学習に関する取組事例や学
習コンテンツの情報を掲載した広
報誌やポータルサイト等による情報
発信

①-1 端末の持ち帰りを含む通知
の発出及び各種会議での説明
①-2 端末の持ち帰りに係るペー
ジを含むICTポータルサイトの更新
（ページ更新24回、アクセス件数
約22,000件）

①-1,2 平常時から持ち帰ったICT端末等を活用した自
宅等での学習を奨励する通知を発出するとともに、各種会
議等で校長や保護者に説明したり、ICT活用ポータルサイ
ト等で情報発信したりしたことにより、多くの学校で緊急時
以外でも端末を持ち帰るようになった。一部持ち帰りをさせ
ていない学校があることから、教育局と連携し指導助言に
努めることが必要である。

①他課と連携して取組を進
めたことにより、９割の学校
が平常時でも端末を持ち帰
らせ、家庭での学習に活用
させている。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

取組
の柱

(5)学習者用デジタル教科書の効果的な活用
点
数

1 点

①学習者用デジタル教科書の効
果・影響等に関する実証研究事業

②学びの保障・充実のための学習
者用デジタル教科書実証事業への
参加

③小・中学校教育課程改善の手引
等において、英語のデジタル教科
書の活用場面の例を掲載

①１市（小２校、中２校）が実施

②学習者用デジタル教科書を英語
は 1,546 校 （ 小 963 校 、 中 583
校）、算数・数学は889校（小551
校、中338校）に配布

③デジタル教科書の活用場面につ
いて、教育課程改善の手引や授業
づくりに関する指導資料に掲載し、
Webページで周知するとともに、指
導主事の学校訪問で手引等を活
用した指導助言を実施

③半数以上の学校が授業の４回に３回以上使用するなど、
活用が広がっていることから、引き続き、指導主事の学校
訪問等により、デジタル教科書の具体的な活用場面などに
ついて指導助言が必要である。

①②導入した多くの学校で、児童生徒一人一人が取り組
む学習や協働的に取り組む学習でデジタル教科書の活用
が進展している。一層の活用に向けて、引き続き、各学校に
おいて、積極的に活用するよう働きかけが必要である。

①～③各学校において、デ
ジタル教科書の活用が広
がっている。
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４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

3.0 1.0 4.0 概ね順調

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

○推進指標「児童生徒一人一人に配備されたICT機器を活用した授業が行われた学校の割合」及び取組の柱（１）児童生徒の情報活用能力
の育成に資する実践の普及・啓発
・小中高の１２年間を見通した情報活用能力の育成に関する先進事例の提供と活用を支援する。
･ICT活用ポータルサイト内の各種情報の更新や収集した先進事例の掲載などコンテンツの充実を図る。
・教育課程改善の手引等を基に、ICTの効果的な活用に係る各種研修を実施する。

○推進指標「授業にICTを活用して指導することができる教員の割合」「情報活用の基盤となる知識や態度について指導することができる教
員の割合」及び取組の柱（２）教員のＩＣＴの効果的な活用に向けた取組の充実
・教員のICT活用指導力（生成AIの利活用を含む）の向上に向けた研修会や協議会を実施する。
・学校や市町村教育委員会等のニーズに応じた研修の実施を支援する。
・教育局主催の研修や学校訪問等での指導助言の充実に向けた本庁（ICT教育推進課）と教育局指導主事による定期的なオンラインミーティ
ングを実施する。
・学校・教員のニーズに応じたオンデマンド研修動画や資料等の作成などによるICT活用ポータルサイトのコンテンツの充実を図る。

○取組の柱（３）情報通信技術支援員（ＩＣＴ支援員）等外部人材による教員のＩＣＴ活用の支援
・１人１台端末の共同調達を円滑に実施するとともに、北海道GIGAスクール推進協議会において各地域のICT活用に係るニーズ等を踏まえた
意見交換・情報交換を実施する。
・学校や市町村教育委員会のニーズに応じた支援や研修会を実施する。
・道立学校におけるネットワークアセスメントの結果を踏まえたネットワーク改善方策の検討やICT支援員による技術提案・指導助言を実施す
る。

○取組の柱（４）感染症や災害発生時などにおける教育活動の継続に向けた支援
・各種会議等で、端末持ち帰り及び家庭での学習活用に係る説明を行う。
・端末を活用した家庭での学習の取組事例の収集及びICT活用ポータルサイトでの発信を行う。

○取組の柱（５）学習者用デジタル教科書の効果的な活用
・引き続き、指導主事の学校訪問等において、道教委の教育課程改善の手引を基にしたデジタル教科書の効果的な活用や、デジタルと他の
様々な教材等を効果的に組み合わせて指導することの必要性について指導助言する。
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施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名 施策項目14　いじめ防止の取組の充実 所管課 生徒指導・学校安全課（義務教育課）

２　定量評価

指標
基準値
(R4)

目標値(上段)
進捗率

点
数

施策の
方向性
(要約)

○　 学校、家庭、地域、行政の連携を一層強め、いじめの早期発見・早期対応に向けた生徒指導体制の充実を図り、子どもたちがい
   じめの被害者にも加害者にもならずに安心して過ごせる居場所づくりを全校で推進する。

○　 全ての子どもたちが、「いじめは絶対に許さない」という意識を持ち、望ましい人間関係を構築するなど、子どもの健やかな成長
   を促す生徒指導を展開し、子どもが主体的に取り組むいじめの未然防止の取組の充実を図る。

○　 いじめ被害や子どもの不安・悩みを早期に把握し、学校・家庭が協力して対応できるよう、スクールカウンセラー等と連携した教
   育相談や、24時間対応の電話、SNSを活用した相談窓口の活用など、相談体制の充実を図る。

○ 　ネット上のいじめやトラブルの防止、感染症等に関する偏見・差別、誹謗中傷等の防止に向けた取組を徹底するとともに、障がい
   や性的マイノリティなど配慮を要する子どもへのきめ細かな支援の充実を図る。

前年度
の状況

総合評価 評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

82.5%

概ね順調

○取組の柱（１）いじめの未然防止の促進
・いじめ防止基本方針の目指す姿である「迅速かつ組織的な対応による事案の長期化・深刻化の防止の徹底」に向
け、学校等での「いじめ防止等に向けた取組プラン」の取組状況等を評価・改善
・オンラインによる高校生の意見交流の場を継続的に開催し、子どもの意見をいじめ未然防止の施策に反映

○取組の柱（２）いじめの早期発見・早期対応に向けた生徒指導体制の充実
・毎年度、ＰＤＣＡサイクルによる「学校いじめ防止基本方針」の点検・見直しをするよう通知するとともに、教育局による
学校指導訪問等を通じて、点検基準や「点検チェックリスト」等により点検・見直しの状況を把握し、必要な指導助言を
実施。
・毎年度、道立学校の校長や教職員を対象とした研修を実施し、いじめ事案への対応力と指導力を強化

○取組の柱（３）教育相談体制の充実
・スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーを派遣し、児童生徒の悩みや困難等に係るアセスメントを実施する
ことにより、児童生徒の状況に応じた最適な対応が図られるよう、学校への支援を継続
・ケース会議にスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーを派遣し、学校への支援強化を図るとともに、スクー
ルソーシャルワーカー相談会の拡充や各種相談窓口の相談員研修会を充実

○取組の柱（４）社会の変化に応じたいじめ問題への対応、差別・偏見、誹謗中傷等の防止
・ネットトラブルを防止するために、ネットパトロールを強化させるための啓発活動及び指導者研修会を充実

出典
（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査時期

「いじめは、どんな理由が
あってもいけないことだと
思う」と回答した児童生徒
の割合(%)（小、中）

小86.9
中84.0

小85.6
中82.6

小８３.５
中81.5

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

点
R6.6

(R7.4)

児童生徒の
問題行動・不
登校等生徒
指導上の諸
課題に関する
調査
（文科省）

「いじめの認知件数」のう
ち、「解消しているもの」の
割合(%)（小、中、高）

小95.9
中96.5
高96.1
(R3)

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

90.4%

2

児童生徒仲良しコミュニケーション活
動奨励事業により、全ての管内におい
て、いじめの未然防止に向けた児童生
徒の主体的な取組等に関する交流等
が行われ、児童生徒の意識の醸成が
図られた。また、高校生から直接、いじ
め問題に関する意見を聴く、オンライ
ンミーティングを２回開催した。
今後、各学校等において、児童生徒の
規範意識を高める取組を更に進める
必要がある。

点

R6.4

全国学力・
学習状況調
査
（文科省）

2

いじめの防止や解決に向け、専門家と
の連携を含めた研修等の実施につい
て４回通知した。スクールソーシャル
ワーカーによるオンライン相談会を各
管内で実施し、必要に応じて派遣する
など、相談体制の充実を図った。

小29.3
中35.8
高33.3

小35.7
中38.4
高43.1

35.0 45.0 55.0 65.0

点

R6.12

いじめの問題
の実態把握
及びその対応
状況等調査
（道教委）

3

各学校のいじめの認知状況や解消状
況等について定期的に把握するととも
に、取りまとめた結果を周知するなど
して、積極的な認知の推進を図った。
また、解消に至っていない事案につい
ては、個別に状況を把握し、組織的な
対応に向けて指導助言を行った。

小88.5
中90.0
高92.8

(R7.10)

いじめ防止に向け、スクー
ルカウンセラー、スクール
ソーシャルワーカー及び弁
護士等の専門家を交えて
研修等を複数回行ってい
る学校の割合(%)（小、
中、高）

小12.7
中18.3
高12.9

75.0

86.8%

所管課ＨＰ
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望ましい人間関係の構築
に向けたソーシャルスキル
トレーニング等を複数回
実施している学校の割合
(%)（小、中、高）

小23.6
中24.4
高28.6

30.0 50.0 65.0 80.0 100.0

96.1%

指標
基準値
(R4)

目標値(上段)
進捗率

3

高校生ステップアッププログラム事業
の成果を周知するとともに、集団カウ
ンセリング研修会等により、各学校に
おけるソーシャルスキルトレーニングの
実施を促進し、各学校における取組の
充実が図られた。

小44.2
中46.3
高38.2

小51.2
中51.1
高41.9

点

いじめの問題
の実態把握
及びその対応
状況等調査
（道教委）

R6.12

３　定性評価
取組
の柱

(1)いじめの未然防止の促進
点
数

1 点

関係機関と連携したネット
の不適切な利用の未然防
止等に関する防犯教室を
実施している学校の割合
(%)（小、中、高）

小72.2
中88.0
高93.1
（R3）

100.0

90.1% 3

ネットパトロール講習会兼指導者養成
研修会を実施し、各種研修会におい
てネットトラブル未然防止や早期発
見・早期対応できる環境を構築した。
また、年間を通して、不適切な書き込
み等を検出するネットパトロールの実
施などにより、ネット上のトラブル防止
に係る取組の浸透が図られた。

小75.1
中91.0
高95.9

小81.7
中91.4
高97.1

100.0 100.0 100.0 100.0

体育・保健・
安全に関す
る調査
（道教委）

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

点

R6.10

取組
の柱

(2)いじめの早期発見・早期対応に向けた生徒指導体制の充実
点
数

1 点

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①-1 「北海道いじめの防止等に
向けた取組プラン」について、各学
校ににおける進捗を確認し、北海
道いじめ問題審議会において報告
するとともに、改訂版を作成し、学
校と教育委員会に対して重点的な
取組について指導助言

①ｰ２ 全ての管内において児童生
徒仲良しコミュニケーション活動奨
励事業を実施（９月～２月　1326
名参加）

①-3 いじめ問題の対応について、
高校生から直接、いじめ問題につ
いて意見を聴き、今後の子ども政
策へ反映するため「高校生カフェ
ミーティング」をオンラインで開催
（８月、２月計30名参加）

①-1 各種会議等で、教育局担当者、市町村教委担当者、
各学校生徒指導担当者等へ重点的な取組について説明
及び指導助言を行い、未然防止の徹底を図った。児童生
徒にいじめをしない態度や能力を育む指導の充実を図る
必要がある。

①ｰ２ 各管内の実情等に応じて、いじめの未然防止に向け
た児童生徒の主体的な取組の交流等が行われ、児童生
徒の意識の醸成が図られた。今後は、特別活動における取
組の推進のほか、各教科等における指導を通じて、いじめ
の未然防止に向けた効果的な取組を展開する必要があ
る。

①-３ 「いじめ見逃しゼロに向けて、学校にしてほしいこと」
や「学校で起こるいじめの原因」について話し合い、学校
の環境づくりに関するや意見や生徒一人一人の心構えに
関することなど貴重な意見を得た。

点
数

出典
（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査時期

①学校等での「いじめ防止等に向
けた取組プラン」の取組状況等の
評価・改善と子どもの意見をいじめ
未然防止の施策に反映させる取組
の充実

①いじめを積極的に認知し、その解
決に向けた学校いじめ対策組織に
よる早期発見・早期対応の徹底

②いじめ対応に係る学校と教育委
員会の責務への理解深化を図る
教員研修の充実

①各学校のいじめの認知状況や解
消状況等を定期的に把握し、積極
的な認知や解消に向けた取組につ
いて指導

②生徒指導連絡協議会及び生徒
指導研究協議会等の開催（対象：
校長、生徒指導主事１回、市町村
教育委員会職員２回、各管内１～２
回）

①各学校のいじめの認知状況や解消状況等について定
期的に把握するとともに、取りまとめた結果を周知するなど
して、積極的な認知の推進を図った。いじめの重大事態の
発生件数が増加傾向にあり、いじめを重大事態化させな
いための組織的な取組について徹底する必要がある。

②各種会議や協議会等において、指導主事、校長、生徒指
導主事等に対して、いじめ対応に関する説明や演習を複
数回実施した。今後も引き続き、いじめの問題への対応に
関する研修等の場を設け、各学校や地域における教職員
の理解促進と関係機関との連携による体制強化を図って
いく必要がある。

①いじめの認知状況や解消
状況等の把握と指導を行っ
た。

②全道立学校の校長に対
する説明や生徒指導主事を
対象とした研修を実施した。

①-1 取組プランを改訂し、
公表した。

①-2 全ての管内で児童生
徒がいじめの問題について
考える機会を設けた。

①-３ 高校生から直接意見
を聞く取組を実施した。
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①-1 スクールカウンセラー・スクー
ルソーシャルワーカーの派遣
（スクールカウンセラーによるカウン
セリング回数：不明【３月末把握】）
（北海道スクールソーシャルワー
カー派遣回数 : 165回）

①-2 子ども相談支援センターによ
る電話相談の実施
（相談件数延べ 1,893件）
①-3 ＳＮＳを活用した相談事業の
実施（相談件数延べ 302件）

①-1 スクールカウンセラー連絡協議会やスクールソー
シャルワーカー相談会を実施し、相談体制の充実に向けた
取組を実施した。今後は、オンラインを含めたスクールカウ
ンセラーを効果的に活用するための周知を行うとともに、ス
クールソーシャルワーカーによる支援についての啓発や効
果的な活用の在り方について周知する必要がある。

①-2、3 相談者の悩みを丁寧に傾聴し、関係機関等に相
談することへの気付きを促すほか、必要に応じて関係機関
と連携し、対応した。今後も引き続き、相談窓口の周知をよ
り一層図るとともに、相談の質を高める取組を行う必要が
ある。

①-1 スクールカウンセラー
連絡協議会やスクールソー
シャルワーカーによるオンラ
イン相談会を実施し、必要に
応じて派遣するなど、相談体
制の充実を図った。

①-2、3 相談に丁寧に対応
するとともに、必要に応じて
関係機関と連携し、対応し
た。

点
数

1 点

定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況
①ネット上のトラブルの未然防止の
ため情報モラル教育の充実

②ネット上のトラブルの早期発見、
早期対応のためネットパトロールの
実施と指導者研修会の充実

① 教職員向け指導資料及び保護
者向け啓発リーフレットを作成し、Ｈ
Ｐに掲載

① 定期的に教職員向け指導資料及び保護者向け啓発
リーフレットをＨＰにて周知した。引き続き、指導者研修会を
含め、教職員及び保護者向けに働き掛けることが必要で
ある。

① 教職員向け指導資料及
び保護者向け啓発リーフ
レットを周知した。

②-1 児童生徒ネットコミュニケー
ション見守り活動を実施

②-1 ネットパトロール講習会等指導者研修会の実施や各
学校におけるネットパットロールを実施した。ネットパトロー
ルの精度を上げるために、引き続き、指導者研修会や各学
校でのネットパトロールの取組が必要である。

②-1 ネットパトロール講習
会等指導者研修会及び各
学校におけるネットパトロー
ルを実施した。

②-2 民間会社に委託し、ネットパ
トロール業務を実施

②-2 民間会社に委託し、ネットパトロール業務を実施し
た。ネットパトロールの精度を上げるために、引き続き、民間
会社でのネットパトロール業務が必要である。

②-2 民間会社によるネット
パトロール業務を実施した。

2.6 1.0 3.6 概ね順調

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

○取組の柱（１）いじめの未然防止の促進
・発達支持的生徒指導の充実に向けて、いじめを生まない学校の環境づくりや児童生徒にいじめをしない態度等を身に付ける取組を推進す
る。

○取組の柱（２）いじめの早期発見・早期対応に向けた生徒指導体制の充実
・いじめを重大事態化させないための早期発見・早期対応に向けて、法に基づくいじめの積極的な認知や早期からの組織的対応の取組を推
進する。
・警察等の関係機関や法律や心理の専門家との連携強化に向けた取組を推進する。

○取組の柱（３）教育相談体制の充実
・スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの派遣や子ども相談支援センターの24時間対応電話、ＳＮＳを活用した相談事業の周知
等を通じて、相談窓口の利用促進を図る。
・１人１台端末を活用した相談窓口やオンラインカウンセリングなど、ＩＣＴを活用した教育相談体制の充実を図る。

○取組の柱（４）社会の変化に応じたいじめ問題への対応、差別・偏見、誹謗中傷等の防止
・ネットトラブルの防止に向け、ネットパトロールの強化、啓発活動及び指導者研修会の充実を図る。

取組
の柱

(4)社会の変化に応じたいじめ問題への対応、差別・偏見、誹謗中傷等の防止
点
数

1 点

４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

② 児童生徒から受けた相談に対し、市町村教育委員会
や学校と連携し、迅速に対応した。更なる相談体制の充実
のため、相談窓口の周知をより一層図っていく必要があ
る。

②　相談に対し、市町村教育
委員会や学校と連携し、迅
速に対応した。

取組
の柱

(3)教育相談体制の充実

①スクールカウンセラー、スクール
ソーシャルワーカーの派遣や、子ど
も相談支援センターの24時間対
応の電話、ＳＮＳを活用した相談事
業など、教育相談体制の充実

②１人１台端末を活用した児童生
徒の不安や悩みを早期に把握する
相談窓口の利用促進

② １人１台端末を活用した相談窓
口の設置
（相談件数延べ 258件）
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施策評価調書

１施策の状況

施策名 施策項目15　不登校児童生徒への支援の充実 所管課 生徒指導・学校安全課

２定量評価

指標
基準値
(R4)

目標値(上段)
進捗率

点
数

施策の
方向性
(要約)

○　　学校において、子ども同士の良好な人間関係が構築されるとともに、子どもと教員との信頼関係が構築され、全ての子どもにと
    って安心感・充実感が得られる魅力ある学校づくりを推進する。

○　　学校において、校長のリーダーシップの下、教員がスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーと連携し、教育相談体制
    の充実を図るとともに、不登校の子どもたちを組織的・計画的に支援する体制整備を促進する。

○　　不登校の子どもたちへのきめ細かな支援を行うため、不登校支援の中核となる教育支援センターの設置促進や、学校と教育委
    員会、関係機関、関係団体等との連携を強化し、多様で適切な教育機会の確保に努める。

○　　学校において、不登校や感染症の回避のために登校しない子どもたちへの支援のため、１人１台端末を活用し、オンライン授業
    等による学習支援やカウンセリングを実施するなど、ＩＣＴを活用した適切な支援を推進する。

前年度
の状況

総合評価 評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

やや遅れて
いる

○取組の柱（１）魅力あるより良い学校づくりの推進
・各管内の指定校における取組が充実するよう指導助言するとともに、各種研修及び協議会等の機会において、指導資
料や実践事例を普及することにより、本道における「魅力あるより良い学校づくり」の取組を推進

○取組の柱（２）不登校の子どもを支援する体制の強化
・不登校の予兆への対応を含めた初期段階から「児童生徒理解・支援シート」を作成し、共通理解に基づく組織的な支
援を推進するなど、不登校児童生徒を支援する体制を強化

○取組の柱（３）多様で適切な教育機会の確保
・学校内外の教育支援センターの設置促進に向けた指導助言を行うとともに、学校と教育支援センター、フリースクール
等の民間施設が連携した支援の充実に向けた協議会の開催など、多様で適切な教育機会の確保に向けた取組を推
進

○取組の柱（４）ICTを活用した適切な支援の推進
・不登校により学びや支援にアクセスできない子どもゼロに向け、オンラインを活用した学習支援や教育相談など、ＩＣＴ
を活用した適切な支援を推進

○取組の柱（１）～（４）
・道内外の先進事例を調査研究するとともに、指定事業における成果を普及啓発することにより、各学校における共通
理解に基づく不登校支援がより一層充実するよう取組を推進

出典
（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査時期

100.0

93.2%
3

　児童生徒仲良しコミュニケーション
活動奨励事業により、児童生徒が自
主的な活動を推進する絆づくりの取
組を推進するとともに、成果資料によ
り、仲間づくりの取組を普及啓発した
ことにより、仲間づくりの取組等を実
施した学校の割合が小・中学校にお
いて増加した。点

R6.6
(R7.6)

児童生徒の
問題行動・不
登校等生徒
指導上の諸
課題に関する
調査
（文科省）

「児童生徒理解・支援シー
ト」を作成し、家庭、関係機
関等と連携し支援してい
る学校の割合(%)（小、
中、高）

小80.7
中92.8
高92.4

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

100.0%

児童・生徒会活動を通じ
て、人間関係や仲間づくり
を促進した活動を実施し
ている学校の割合(%)
（小、中、高）

小89.8
中91.5
高97.7
(R3)

小92.1
中93.0
高94.5

(R7.10)

100.0 100.0 100.0 100.0

4

　各学校において、「児童生徒理解・
支援シート」を活用した組織的な支援
が行われるよう、調査結果を踏まえた
指導通知を年２回発出するとともに、
教職員研修シリーズにおいて、活用の
意義等について理解促進を図ったこ
とにより、本シートを活用し、家庭や関
係機関と連携した支援を行った学校
の割合が増加した。

小１００．０

中100．０

高98.8

小100
中100
高100

点

R6.12

児童生徒の
欠席に対する
対応状況等に
関する調査
（道教委）

所管課ＨＰ
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児童生徒の
問題行動・不
登校等生徒
指導上の諸
課題に関する
調査
（文科省）

　各学校において、不登校児童生徒が
学校内外で相談・指導等を受けること
ができるよう、各学校や市町村教育委
員会に対し、多様な学びの場を確保
するよう働きかけるとともに、学校外で
の学びの適切な評価について指導し
たことにより、学校内外での相談・指
導等を受けた児童生徒の割合は増加
した。

小96.9
中96.8
高93.6

(R7.10)

点

R6.6
(R7.6)

学校及び教育支援セン
ターやフリースクール等に
おいて相談・指導や支援
を受けた児童生徒の割合
(%)（小、中、高）

小79.6
中77.7
高93.8
(R3)

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

95.8% 3

指標
基準値
(R4)

目標値(上段)
進捗率

点
数

出典
（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査時期

不登校の子どもに対し、オ
ンラインによる学習指導や
教育相談を実施している
学校の割合(%)（小、中） 小44.0

中49.6

90.0 90.0 90.0 90.0 90.0

95.9%

100.0

児童生徒の
欠席に対する
対応状況等に
関する調査
（道教委）

3

　「不登校支援ポータルサイト」により、
オンライン学習や教育相談の実践事
例を提供するとともに、各学校や市町
村教育委員会に対し、オンラインによ
る学習支援を充実するよう働きかけた
ことにより、オンラインによる学習指導
や教育相談を実施した学校の割合が
増加した。

小80.8
中79.1

小85.7
中86.9

点

児童生徒の
欠席に対する
対応状況等に
関する調査
（道教委）

R6.12

進捗状況

点

R6.12

３定性評価
取組
の柱

(1)魅力あるより良い学校づくりの推進
点
数

1 点

不登校の子どもに対し、オ
ンラインによる学習指導や
教育相談を実施している
学校の割合(%)（高） 高77.9

100.0

98.4%
3

　「不登校支援ポータルサイト」により、
オンライン学習や教育相談の実践事
例を提供するとともに、各学校や市町
村教育委員会に対し、オンラインによ
る学習支援を充実するよう働きかけた
ことにより、オンラインによる学習指導
や教育相談を実施した学校の割合が
増加した。

88.6 98.4

100.0 100.0 100.0

取組
の柱

(2)不登校の子どもを支援する体制の強化
点
数

1 点

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

③　「子ども相談支援センター」での24時間対応の電話・
メール相談、ＳＮＳを含むＩＣＴを活用した相談窓口を「不登
校支援ポータルサイト」により、引き続き周知した。今後、当
事者の声等も踏まえて、本ポータルサイトをより活用しやす
いページに改善・充実するとともに、協議会等における周
知のほか、親の会やフリースクール等とも連携しながら周
知していく必要がある。

①　研修シリーズを作成し、
周知・普及した。

②　研修シリーズを作成し、
周知・普及した。

③　ポータルサイトの周知方
法を検討し、協議会や保護
者向けセミナー等で周知し
た。

①いじめや暴力行為への毅然とし
た対応、教員の体罰等への厳正な
指導の徹底

②子どもたちが主体的に取り組む
共同的な活動を通して、互いに活
躍する場面を作る「絆づくり」の推
進

①　組織的な生徒指導の充実に向
けた指導資料「『生徒指導提要』
概要版」の普及啓発（通年）

②　児童生徒仲良しコミュニケー
ション活動奨励事業による学校及
び市町村教育委員会の取組の促
進及び取組事例の普及啓発（２
月）

①　学校や教育委員会への指導助言や生徒指導に係る校
内研修の充実に向けた指導資料の活用を促したことによ
り、生徒指導に関する校内研修の充実につながった。今
後、各学校等において、本資料を積極的に活用し、組織的
な生徒指導をより一層充実させる必要がある。

②　児童生徒仲良しコミュニケーション活動奨励事業によ
る学校及び市町村教育委員会の取組を促進したことによ
り、「児童・生徒会活動を通じて、人間関係や仲間づくりを
促進した活動を実施した」と回答した学校の割合が小・中
学校において増加した。今後も、各学校等において、全て
の児童生徒が安心して学校生活を送ることができるよう、
取組を推進する必要がある。

①　指導資料の普及啓発を
行った。

②　取組事例を作成し、普及
啓発を行った。

①学校、家庭、関係機関との連携
による「児童生徒理解・支援シー
ト」の作成と継続的な支援の推進

②予兆への対応を含めた初期段
階からの教育相談の実施等による
早期対応の徹底

③「子ども相談支援センター」での
24時間対応の電話・メール相談、
ＳＮＳを含むＩＣＴを活用した相談窓
口の利用促進

①　不登校に関する教職員研修シ
リーズにおいて、本シートの作成の
目的や意義等について普及啓発
（12月）

②　不登校に関する教職員研修シ
リーズにおいて、アセスメントに基づ
く教育相談の意義等について普及
啓発（９月）

③　「不登校支援ポータルサイト」
への掲載及び周知（通年）

①　本研修シリーズは、いつでも視聴できるよう、当課Web
ページに掲載するなどして、不登校支援の充実に向けた理
解促進を図った。今後も引き続き、周知し、活用を促進する
必要がある。

②　本研修シリーズは、いつでも視聴できるよう、当課Web
ページに掲載するなどして、不登校支援の充実に向けた理
解促進を図った。今後も引き続き、周知し、活用を促進する
必要がある。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】
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点
数

1 点

進捗状況
①市町村による教育支援センター
の設置促進

②教育委員会・学校とフリースクー
ル等の民間団体との連携によるき
め細かな支援の推進

③不登校の子どもたちへの支援に
向けた児童生徒理解の深化を図る
教員研修の充実

①　市町村の教育支援センターの
実践事例集の作成及び周知（【設
置自治体数】R５：５８市町村→R
６：66市町村）（３月）

②　学校、教育支援センターやフ
リースクール等の職員が参加する
不登校児童生徒支援連絡協議会
の開催（７月330名、１月262名参
加）

③　令和５年度に作成した不登校
支援ガイドブックの活用促進を図
るとともに、不登校に関する教職員
研修シリーズを年４回開催（計
1,134名参加）

①　教育支援センターの設置促進に向け、市町村の教育
支援センターの実践事例を取りまとめて周知するとともに、
協議会等において、道内外の先進事例を紹介するなどし
て、教育支援センターの設置促進を図った。今後は、多様
な教育機会の確保に向けて、実践事例を収集するととも
に、未設置の市町村に対する働きかけを意図的に行ってい
く必要がある。
②　オンラインを活用した協議会の実施により、学校、教育
委員会、フリースクール等、多くの参加があった。今後、当
事者である親の会等とも連携しながら、内容の充実を図る
必要がある。

③　心理・医療・福祉の有識者による教職員研修シリーズ
を作成し、各学校における児童生徒理解や不登校支援の
充実に向けた理解促進を図った。今後も研修の機会を複
数回設けるとともに、当事者である親の会やフリースクール
等の協力を得ながら、内容の充実を図る必要がある。

①　実践事例集を作成する
とともに、ポータルサイトによ
り普及した。

②　協議会を２回開催し、
592名が参加した。また、
アーカイブ動画については、
712回の視聴があった。

③　研修シリーズを４回開催
し、1,134名が参加した。ま
た、アーカイブ動画について
は、417回の視聴があった。

点
数

1 点

3.2 1.0 4.2 概ね順調

①　実践事例や学習教材等
の不登校支援ポータルサイ
トへの掲載及び周知を図っ
た。

②　実践事例等の不登校支
援ポータルサイトへの掲載
及び周知を図った。

進捗状況

５総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

○指標関連の取組
　・学校が、児童生徒一人一人にとって、安全・安心な居場所になるよう、児童・生徒会活動を通じた人間関係や仲間づくりに関する取組を
　　促進する。

○取組の柱（１）魅力あるより良い学校づくりの推進
　・各管内の指定校における取組が充実するよう、学校の風土を把握し、把握した結果に基づく学校づくりを推進するとともに、有識者による
　　講話のほか、学校教育指導訪問における指導助言を継続することにより、本道における「魅力あるよりよい学校づくり」の取組を推進する。

○取組の柱（２）不登校の子どもを支援する体制の強化
　・不登校の予兆が見られる児童生徒への対応を含めた初期段階から、「児童生徒理解・支援シート」を作成し、支援ニーズ等を全教職員で
　　共通理解を図り、組織的な支援を推進するなど、不登校児童生徒を支援する体制を強化する。

○取組の柱（３）多様で適切な教育機会の確保
　・多様な学びの場である教育支援センターや学びの多様化学校の設置促進に向け指導助言及び情報提供を行うとともに、学校と教育支援
　　センター、フリースクール等の民間施設が連携した支援の充実に向けた協議会の開催など、多様で適切な教育機会の確保に向けた取組
　　を推進する。

○取組の柱（４）ICTを活用した適切な支援の推進
　・不登校により学びや支援にアクセスできない子どもゼロに向け、不登校支援ポータルサイトによるオンラインを活用した学習教材等の提供
　　を行うとともに、インターネット上の仮想空間であるメタバースを活用した学習支援や教育相談など、児童生徒一人一人の興味や関心、
　　個々の状態等に応じた支援の充実に努める。

○取組の柱（１）～（４）
　・道内外の先進事例を調査研究するとともに、指定事業における成果等を普及啓発することにより、各学校における不登校支援がより一層
　　充実するよう取組を推進する。

４総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

①学校と家庭を結んだオンライン
授業や、ＩＣＴを活用した学習教材
の提供など、個に応じた学習機会
の確保

②１人１台端末を活用し、教員やス
クールカウンセラーによるオンライン
でのカウンセリングなど、個に応じ
た教育相談機会の確保

①　「不登校支援ポータルサイト」
による同時双方向型のオンライン
授業の配信等の実践事例やＩＣＴ
を活用した学習教材の提供・拡充
（通年）

②　「不登校支援ポータルサイト」
によるＩＣＴを活用した教育相談の
実践事例の提供（通年）

①　実践事例や学習教材などをポータルサイトに掲載し、
活用促進を図ったことにより、不登校の子どもに対し、オン
ラインによる学習指導や教育相談を実施している学校の
割合が増加した。今後、当事者の声等も踏まえて、本ポー
タルサイトをより活用しやすいページに改善・充実するとと
もに、協議会等における周知のほか、親の会やフリースクー
ル等とも連携しながら周知していく必要がある。
②　実践事例などをまとめたポータルサイトの活用促進を
図ったことにより、不登校の子どもに対し、オンラインによる
学習指導や教育相談を実施している学校の割合が増加し
た。今後、当事者の声等も踏まえて、本ポータルサイトをよ
り活用しやすいページに改善・充実するとともに、協議会等
における周知のほか、親の会やフリースクール等とも連携
しながら周知していく必要がある。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】

取組
の柱

(4)ICTを活用した適切な支援の推進

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】

取組
の柱

(3)多様で適切な教育機会の確保
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教員採用選考検査の受検
倍率（倍）

2.2

2.4 2.0

2.7 2.8 2.9 3.0

R7 R8 R9 調査期日

3.0

71.4%

1

　受検日程が他府県と重なったた
め、道外会場の受検者数が減少し
た。（受検者数 R5:４５２名→R6：
142名）
　大学3年生を対象とした特別検
査を実施（12月）し、昨年度より
170名上回る911名が受検。
　今年度から、民間企業での勤務
経験者を対象とするセカンドキャリ
ア特別選考を実施し、45名を登録
するなど、一定の成果はあったもの
の、教員不足の状況は変わらない
ため、今後一層、受検者数を増や
す取組が必要である。

点

ー

（道教委）

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名
施策項目16　教員の養成・採用・研修の一体的な
　　　　　　　　　　 　改革の推進

所管課 教職員育成課（高校教育課、教職員課）

２　定量評価

指標
基準値
(R4)

目標値(上段)
進捗率

点
数

施策の
方向性
(要約)

○　　教員の資質能力の向上に向けて、教員養成大学をはじめとする関係機関と連携して教員の養成・採用・研修の一体的な改革
　　を進めるとともに、本道において求められる人事配置や研修の充実に取り組む。

○　　教員の採用選考検査の方法等について、不断に見直しを行い、強い使命感や実践的指導力など、教員育成指標を踏まえた本
　　道が求める資質能力を十分備えた教員採用に取り組み、安定的な学校体制の構築を目指す。

○　　子ども一人一人の学びを最大限に引き出す質の高い指導ができるよう、教員を目指す学生や教員が継続的に知識・技能を習
　　得できるようにする。

○　　大きな時代の変化の中で、社会のニーズに対応するため、多様な知識・経験を持つ学校外の人材と連携した教育を推進し、教
　　員の資質能力の向上を図る。

○　 オンラインを活用し、研修の効率化と質の向上を図るとともに、教員がキャリアステージにおいて、主体的に学び続け、資質・ 能
　　力の向上に取り組むことができるよう研修環境の改善・充実に努める。

前年度
の状況

総合評価 評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

概ね順調

○取組の柱（１）教員養成大学等と連携した教員の養成・採用・研修の一体的な改革の推進
・高校生・大学生の教職志望の維持・高揚を図り、教職人材を安定的に確保するため、試行を含めた学習会型・実習型
の各事業の一層の充実

○取組の柱（２）意欲と能力ある学生の確保に向けた教職の魅力向上に関する取組の充実
・「みらいの教員育成プログラム」について、道北圏域、道東圏域においても３年生用のプログラムを実施するとともに、
２年生用のプログラムを拠点校以外にも拡大
・第３期アクション･プランに基づき、学校における働き方改革を進め、教職を志す学生などに対し、教員の働き方が着実
に変わっていることを広く発信
・期限付教員希望者（ペーパーティーチャー）向け説明会の定期的・効率的な実施

○取組の柱（３）資質能力を備える教員の確保に向けた教員採用選考検査の工夫・改善
・資質能力を備える教員の確保に向けて、更なる受検者増のため、教員免許を所有していない者を含めた社会人を対
象とした特別選考の新設と、大学３年生等を対象とした特別検査の継続実施
・道内教員養成大学や民間企業と連携し、新たな人材確保の方策について検討

○取組の柱（４）地域特性を踏まえた人事配置、遠隔システム等を活用した教員研修の実施
・平均年齢の高い管内と低い管内で教員の人事交流を行う広域人事を引き続き実施
・道内の教員一人一人の「研修観の転換」等、「新たな研修制度」初年度の課題等を踏まえた道教委研修計画の改
善・充実と、大学・市町村教育委員会・教育関係団体等と課題等を共有し、教員研修を充実

出典
（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6

所管課ＨＰ
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点
数

出典
（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査期日

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

点

R6.7
(R7.7)

取組
の柱

(2)意欲と能力ある学生の確保に向けた教職の魅力向上に関する取組の充実
点
数

1 点

①教職志望の維持・高揚を図り、教
職人材を安定的に確保するため、教
員養成大学等と連携し、教員確保
や教職の魅力向上、大学における教
員養成等についての取組の充実

①教職の魅力向上に関
して、ホームページやＳＮ
Ｓを活用した情報発信を
進めてきたことにより、参
加者が増えるとともに、各
種事業のアンケート結果
等において、参加者の教
職志望の喚起・高揚が認
められた。

大学生対象の取組として実施
①-1　草の根教育実習
　　８月～２月
　　２０大学から２８７名参加
  （R5:18大学から184名参加）

①-2　学習会「教志ゼミ」
　　１０月～１２月　計５回
　　延べ110名参加
  （R5:延べ５３名参加）

①-3　北海道教員育成協議会
　  8月、12月、１月　計３回

①-1　参加者前年度比103名増、教職志望意欲の向上
（参加者アンケート：93.8％）が図られた。宿泊費等の自己
負担を軽減するため、安価な宿泊施設の提供等、自治体の
協力の下、日帰りで参加可能な都市部の受入校拡大が必
要である。

①-3　教職課程を有する大学、各校種の園長会・校長会、
教育長会、ＰＴＡ団体の代表が教員育成について協議し、
育成指標活用の重要性などについて、共通理解が図られ
た。養成段階では、教職への魅力を感じさせるとともに、就
職後に理想と現実の差による離職を防ぐため、複数の学校
体験等を促す必要がある。

①-2　前年度の試行実施から参加対象を石狩管内の大学
に拡大して遠隔学習会と体験学習会を実施。ほぼ全ての
参加者が肯定的に回答（参加者アンケート：96.1％）学生
のニーズを踏まえたプログラムの改善を図るとともに、石狩
以外の管内での実施について検討が必要である。

３　定性評価
取組
の柱

(1)教員養成大学等と連携した教員の養成・採用・研修の一体的な改革の推進
点
数

1 点

100.0

102.0%
4

令和５年度に開始した新たな研修
制度のもと、ニーズに応じた講座の
提供等を基本方針として、道教委
研修計画に基づく研修を実施した
ほか、校長が研修履歴を参考にし
ながら教員と対話を行い、受講を
奨める取組を進めたことにより、一
定程度、教員の主体的な研修受講
が促進された。（「教職員研修に関
するアンケート」初年度(R5)と比較
して、主体的に研修に参加する意
識が高まった　：22%）

小 97.1
中 98.9

(R7.10)

教員が道教委の研修に参
加し、その成果を教育活動
に積極的に反映している学
校の割合(%)（小、中）

小95.0
中95.1
(R3)

96.1 97.1 98.1 99.1

教育活動等
に関する調
査
（道教委）

4

令和５年度に開始した新たな研修
制度のもと、ニーズに応じた講座の
提供等を基本方針として、道教委
研修計画に基づく研修を実施した
ほか、校長が研修履歴を参考にし
ながら教員と対話を行い、受講を
奨める取組を進めたことにより、一
定程度、教員の主体的な研修受講
が促進された。（「教職員研修に関
するアンケート」初年度(R5)と比較
して、主体的に研修に参加する意
識が高まった　：22%）

小 88.8
中 88.1

小 92.5
中 92.7

点

R6.4

全国学力・
学習状況調
査
（文科省）

個々の教員が校外の各教
科等の教育に関する研究
会等に定期的・継続的に
参加している学校の割合
(%)（小、中）

小84.8
中83.3

87.3 90.4 93.6 96.8 100.0

102.4%

指標
基準値
(R4)

目標値(上段)
進捗率

①教職志望の維持・高揚を図り、教
職人材を安定的に確保するため、早
期からの教職の魅力啓発の促進

①教職の魅力向上に関
して、ホームページやＳＮ
Ｓの活用のほか、校長会
等への情報発信を進め
てきたことにより、参加者
が増えるとともに、各種事
業のアンケート結果等に
おいて、参加者の教職志
望の喚起・高揚が認めら
れた。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況
高校生対象の取組として実施
①-1　教員養成セミナー
　　72校から557名参加
   （R5:78校から567名参加）

①-2　小・中インターンシップ
　　R5:102校1,235名
→Ｒ６：110校1,349名

①-3　みらいの教員育成プログラム
  道教育大・道教委共催
　３年生７校　34名
　２年生13校　99名
　合計　20校　133名参加

①-1 教職への興味・関心が段階的に高まるよう各学年２
回のプログラムを設定。教職志望意欲の向上（参加者アン
ケート：98％）が図られた。学年毎に異なる内容を実施する
ことについて更なる周知が必要である。

①-2 参加者前年度比１１４名増、教職志望意欲の向上
（参加者アンケート：96.5％）が図られた。受入校の更なる
拡充が必要である。

①-3 道央圏、道北圏、道東圏で実施し、昨年度比９校増
の2０校からの参加があり、各圏域で本プログラムを拠点
校以外の学校にも拡大することができた。今後、現在展開
している三圏域以外の管内においても実施するなど拡充を
図り、過疎地で教員として根付く人材の育成が必要であ
る。
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③-1 教職課程のある道内大学・短
期大学39校に北海道の教員等の
勤務状況や働き方改革の取組事例
を記載したリーフレットを配布

③-２ 道教委HP内に掲載している
「働き方改革通信」において、上記
と同趣旨のリーフレットを特別号とし
て発行

③　新たに実施した取組
により、多くの学生の目に
働き方改革の取組事例
を周知することができた
が、情報の更新を含め、
継続的な情報発信が必
要である。

③　教員志望の学生に対し、現場の勤務状況や働き方改革
の取組事例を周知したほか、各大学・短期大学の教職課程
担当者にも情報が共有された。今後は、配布や発信の仕方
を工夫し、大学側と連携して、より学生の目に留まりやすい
仕組みを構築することが重要である。

③教職を志す学生に対し教員の働
き方改革の推進状況を発信
（再掲）

②－１ 育成指標に基づく資質能力
の育成のため、教員の主体的・個別
最適・協働的な学びの充実を重点
とした道教委研修計画を策定すると
ともに、「新たな研修制度」２年目の
実態把握のため、「教職員研修に関
するアンケート」を実施

②－２ オンデマンドやオンラインを活
用し、効率化、質の向上を図った教
員研修の実施

②－１ R6道教委研修計画に基づき、庁内の諸会議におい
て、重点等を共有し、研修を実施。「教職員研修に関するア
ンケート」の結果や北海道教員育成協議会での協議を踏ま
え、R7道教委研修計画の改善・充実を図った。「教員自身
が主体的・個別最適・協働的な学びに取り組む」といった
「研修観の転換」を更に進めていく必要があり、「新たな研
修制度」における各学校の取組状況や実態等を継続的に
把握し、課題等に応じて、制度３年目以降の施策の充実を
図ることが必要である。

②－２ 基本研修において、教職員が効率的・効果的に学ぶ
ことができるよう、先進事例等を活用したコンテンツを作成
するなど、オンデマンド研修やオンライン研修の改善・充実
を図った。令和6年度から導入した、国が運用する全国教員
研修プラットフォーム（Plant）の積極的な活用促進を図る
とともに、教職員の「主体的・対話的で深い学び」の実現に
向け、ICTを活用した教員研修の質的向上を図る必要があ
る。

①-１　地域枠採用の継続（４管内）
受検者数　R5：32名→R6：13名
登録者数　R5：16名→R6：７名

①-１ 受検者数、登録者数ともに減少したことが課題であ
る。

①-２　広域人事の実施
実績人数　R５:16名→R６:20名

①-２ 全道的な教育水準の維持や学校の活性化を図るた
め、各学校における更なる年齢構成の適正化が必要であ
る。

①-1　一定程度の受検
者数、登録者数を確保で
きたが、地域枠採用の更
なる改善に努める必要が
ある。

①-２　広域人事実績人
数が昨年度と比較して増
加するなど、一定の成果
が認められた。

取組
の柱

(3)資質能力を備える教員の確保に向けた教員採用選考検査の工夫・改善
点
数

0 点

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】

取組
の柱

(4)地域特性を踏まえた人事配置、遠隔システム等を活用した教員研修の実施

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

点
数

1 点

①全道的な教職員構成の適正化に
向け、都市部と郡部間の異動促進
を図るとともに、育成を念頭に置い
た初任者の配置を引き続き実施

②道教委研修計画の改善・充実と、
大学・市町村教育委員会・教育関
係団体等と課題等を共有した教員
研修の充実

②「新たな研修制度」２
年目において、制度の趣
旨に基づく道教委研修計
画を策定するとともに、ア
ンケートによる実態把握
により、各学校において
制度の理解が進んでい
ることが明らかになるな
ど、一定の成果が認めら
れた。

進捗状況
①選考検査環境の改善

②様々な特別選考の導入

③道内教員養成大学や民間企業と
連携し、新たな人材確保の方策につ
いて検討

①大学３年生等を対象とした特別
検査を実施（12月15日）
（受検者数 R5:741名→R6:911
名）

②セカンドキャリア特別選考の実施
（受検者75名、登録者４５名）
　期限付教員特別選考の要件緩和
（受検者313名）

③「北海道教師人材確保会議」開
催（12月18日）

①令和６年度の実施から６月の本選考を受検した４年生及
び既卒者についても受検対象としたことや、大学３年生等
を対象とした当該検査が定着したことが受検者増につな
がったと考えるが、引き続き教員確保に向けた取組が必要
である。

②民間企業等に勤務経験のある者を対象としたセカンド
キャリア特別選考を新規実施した。教員免許を所有してい
ない者を含め登録した。

③道内教員養成大学、民間企業３者、各校長会、市町村教
育委員会が参加し、教職の魅力発信と教員確保について
協議し、その意見を教員募集のリーフレットに反映した。
①～③のとおり成果はあるものの、教員不足の状況が続い
ていることから、更なる取組が必要である。

①②③様々な取組を実
施してきたところである
が、教員不足の状況は改
善されていないため、今
後も教員の確保に向けた
取組を実施する必要があ
る。

②潜在的な担い手確保の実施 ②-2　潜在的な担い手
確保について、取組後に
期限付候補者の登録数
が増加したことから、一
定程度の改善は見られる
が、依然として欠員が生
じているため、引き続き登
録者増に向けた取組が
必要がある。

②-1民間情報誌やＷｅｂ等、様々な
媒体を活用した募集

②-2　期限付教員希望者（ペー
パーティーチャー）向け説明会をオ
ンライン形式で４回実施（参加者数
R5:147名→R6:174名）のほか、
説明動画をホームページに掲載

②-1 民間Ｗｅｂ「マイナビ」、道教委ホームページ「教員採
用ポータルサイト」、道教委公式Ｘ･noteの活用、文部科学
省が運営する「教育人材総合支援ポータル」などに教員採
用選考検査に係る情報を提供した。効果の測定が困難な
ことが課題である。
②-2 説明会への参加者が一定数おり、説明会後の期限
付候補者の登録数が増加した。依然として欠員が生じてい
るため、引き続き登録者増に向けた取組が必要である。
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3.0 0.8 3.8 概ね順調

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

○指標関連の取組
・勤務地に関わらず多様な研修受講が可能となる全国教員研修プラットフォーム（Plant）の周知・啓発による教員の主体的な学びを促進す
る。

○取組の柱（１）教員養成大学等と連携した教員の養成・採用・研修の一体的な改革の推進
　　　　　　　　　 （２）意欲と能力ある学生の確保に向けた教職の魅力向上に関する取組の充実
・高校生・大学生の教職志望の維持・高揚を図り、教職人材を安定的に確保するため、教員養成大学と連携し、教職課程や早期からの教職の
魅力啓発、大学における教員養成等についての取組の充実を図る。
・「みらいの教員育成プログラム」について、令和７年度は、現在展開している三圏域以外における実施の可能性について検証する。また、プロ
グラムの平日開催や、内容の見直しをするなど、より多くの生徒が参加できるよう改善を図る。
・期限付教員希望者（ペーパーティーチャー）向け説明会の定期的・効率的な実施を図る。

○取組の柱（３）資質能力を備える教員の確保に向けた教員採用選考検査の工夫・改善
・令和８年度公立学校教員候補者選考検査において、多様な人材を教職として確保するためアスリートやALTを対象とした特別選考を実施す
る。
・第1次検査を道内６会場＋道外2会場で実施する。
・北海道教育大学との連携を深め、大学での養成から採用まで一貫した取組として構築することを検討する。

○取組の柱（４）地域特性を踏まえた人事配置、遠隔システム等を活用した教員研修の実施
・地域枠採用の対象地域に、従来の日高、宗谷、根室及びオホーツクに留萌を追加する。
・教員一人一人の「研修観の転換」や、「新たな研修制度」２年目の課題等を踏まえた道教委研修計画の改善・充実を図るとともに、大学・市
町村教育委員会・教育関係団体等と課題等を共有し、ICTを効率的・効果的に活用した教員研修の充実を図る。
・勤務地に関わらず多様な研修受講が可能となる全国教員研修プラットフォーム（Plant）の周知・啓発による教員の主体的な学びを促進す
る。

４　総合評価

定量評価の判定
(各指標平均点)　[ア]

定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価
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施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名 施策項目17　働き方改革の推進 所管課 教職員課（部活動改革推進課、福利課）

２　定量評価

指標
基準値
(R4)

目標値(上段)
進捗率

点
数

施策の
方向性
(要約)

○　　学校における働き方改革は、教育目標の実現に向けて、限られた人的・物的資源を効果的に活用しながら、真に必要な教育活
　　動に注力するために行う取組であり、学校運営（マネジメント）そのものとの考え方の下、学校改革の取組を支援する。

○　　校長のリーダシップの下、教員一人一人が、ワークライフバランスの視点を持ちながら、自らの授業を磨き、人間性や創造性を
　　高め、子どもたちに対して効果的な教育活動を実践する。

前年度
の状況

総合評価 評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

概ね順調

○取組の柱（１）本来担うべき業務に専念できる環境の整備
・保護者や地域住民が学校における働き方改革の趣旨を理解し、各学校の教育活動に協力が得られるよう、働き方改革
通信などによる積極的な広報及び情報提供を実施
・第3期アクション・プランに基づき、学校における働き方改革を進め、教職を志す学生などに対し、教員の働き方が着実
に変わっていることを広く発信

○取組の柱（２）部活動指導に関わる負担の軽減
・部活動休養日の適切な運用等の取組を徹底するとともに、「北海道部活動の地域移行に関する推進計画」により地域
移行の取組を推進

○取組の柱（３）勤務時間を意識した働き方の推進と学校運営体制の充実
・全ての市町村において在校等時間が公表されるよう、働き掛けを継続して実施

○取組の柱（４）教育委員会による学校サポート体制の充実
・スクールロイヤー制度の積極的な活用を促すため、学校・教育委員会が気兼ねなく活用できるよう、制度を更に周知
・副校長・教頭の業務縮減のため、マネジメント支援員の活用策や配置方法について検証するほか、働き方改革推進校
において校内における教頭業務の平準化や省力化を進め、好事例を全道に普及
・教職員のストレスチェックや産業医による面接指導の実施など、メンタルヘルス対策を推進

出典
（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査時期

100.0

時間外状況
調査、出退勤
管理システム
による計測
（道教委）

時間外在校等時間の縮減を図るた
め、「北海道の学校における働き方改
革手引（Ｒｏａｄ）」を活用した業務改
善の促進、教員の時間外在校等時間
の公表（道立学校：四半期ごと、市町
村立学校：年１回）、教員業務支援員
や部活動指導員などの外部人材の
活用、ICTを活用（簡易申請システ
ム）した調査業務の簡素化などによる
負担軽減を実施した。
その結果、R６.12月末現在の道立学
校における教員一人当たりの平均時
間外在校等時間は、R5の同時期より
減少(287.0h→276.7h)している。

点

R7.4

出退勤管理
システムに
よる計測
（道教委）

点

R7.4

時間外在校等時間が１か
月45時間以内となる教育
職員の割合(%)（小、中、
高、特） 74.4

(R3)

56.５ (R7.8上)

81.1 (R7.8上)

80.0 85.0 90.0 95.0

R7.4

時間外在校等時間が１年
間360時間以内となる教
育職員の割合(%)（道立
学校） 54.0

(R3)

63.2 72.4 81.6 90.8 100.0

市町村立学校の時間外在
校等時間を公表している
市町村の割合(%)

43.8

100.0

学校職員の
働き方改革
等取組状況
調査
（道教委）

各教育委員会への働き掛けにより、R
６.12末現在での時間外在校等時間
を公表する市町村がR５の同時期と
比べ増加(R５：１７７市町村→R
６:179市町村)し、100%となってい
る。

99.4 (R7.8上)

55.2 100.0 100.0 100.0

点

所管課ＨＰ

調整中

調整中

調整中
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３　定性評価
取組
の柱

(1)本来担うべき業務に専念できる環境の整備
点
数

1 点

②働き方改革の趣旨に係る保護
者や地域住民等への理解促進

②-1　北海道教育委員会広報誌
による働き方改革の取組に係る積
極的な広報の実施（R5:１回→R
６:３回）
②-2　ＰＴＡ組織に働き方改革の
趣旨や取組を説明（Ｒ６:３回）

②保護者や地域・社会に対して、全ての学校が働き方改
革への理解や協力を求めるための取組を実施し、これま
で教員が行っていた行事等の地域への移行など、教員負
担の軽減が図られている。引き続き、学校の教育活動への
協力が得られるよう、積極的な広報及び情報提供が必要
である。

②学校での取組に加え、
様々な機会を捉え、家庭や
地域への積極的な情報発
信に努めている。

③教職を志す学生に対し教員の
働き方改革の推進状況を発信

③-1 教職課程のある道内大学・
短期大学39校に北海道の教員等
の勤務状況や働き方改革の取組
事例を記載したリーフレットを配布
③-２ 道教委HP内に掲載している
「働き方改革通信」において、上記
と同趣旨のリーフレットを特別号と
して発行

③教員志望の学生に対し、現場の勤務状況や働き方改革
の取組事例を周知したほか、各大学・短期大学の教職課
程担当者にも情報が共有された。今後は、配布や発信の
仕方を工夫し、大学側と連携して、より学生の目に留まり
やすい仕組みを構築することが重要である。

③新たに実施した取組によ
り、多くの学生の目に働き方
改革の取組事例を周知する
ことが出来たが、情報の更
新を含め、継続的な情報発
信が必要である。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況
①「Ｒｏａｄ」を活用した働き方改革
推進事業の実施

①働き方改革推進事業の推進校
における「Ｒｏａｄ」を活用した実践
研究及び成果の普及等により、 推
進校の年間時間外在校等時間は
平均で８時間減少（R５：4０６h→
R６：398h）

時間外在校等時間の減少効果を踏まえ、推進校以外にお
いても、推進校の好事例の横展開が必要である。

①推進校や各校に設置さ
れている「コアチーム
（Road第３章掲載）」にお
ける好事例の浸透が図られ
ている。

④教員業務支援員を活用した業
務の負担軽減

③教員業務支援員の配置（道立：
331校、市町村立25校）

③教員業務支援員による負担軽減が図られた一方で、支
援員を任用できなかった学校があったことから、予算及び
人材の確保に向けた取組が必要である。

③課題や現状分析、他都府
県の状況を見極め、支援員
の配置拡大を検討する。

取組
の柱

(2)部活動指導に関わる負担の軽減
点
数

1 点

②技術指導や安全管理を交代で
行う「複数顧問」や、教職員に代
わって指導を行う「部活動指導
員」の配置の推進と効果的な活用

②-1 複数顧問を配置する学校の
割合：99.3%
②-2 部活動指導員の配置
（R5：道立234名、市町村立91名
→R６：道立245名、市町村立166
名）

②部活動指導員の活用が進んでいるが、財源不足により
全ての申請に対応できない状況にあることから、国に対し
財源措置の拡充を要望する。

②部活動指導員の配置校
が増加した。

③「北海道部活動の地域移行に
関する推進計画」に基づき地域移
行の取組を推進

③-1 地域移行の取組を支援する
ことを目的として、地域スポーツの
実践経験者や大学教授等をアド
バイザーとして派遣（20市町村、６
教育局）
③-2 指導を希望する人材を候補
者として登録し、市町村教育委員
会などに情報提供する人材バンク
を設置（登録者延べ861名）。

③運営団体・実施主体の財源や指導者の確保、参加者の
費用負担軽減等が課題となっていることから、アドバイ
ザーの派遣や指導者の確保に努めるとともに、国に対し
財源措置の拡充を要望する。

③市町村において、地域の
実情に応じた取組が着実に
進められている。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況
①生徒のけがの防止や心身のリフ
レッシュ、教職員の過度な負担の
抑止を図るため、「北海道における
部活動のあり方に関する方針」に
基づく部活動休養日の完全実施
に向けた取組の推進

①部活動休養日を設定・実施する
学校の割合
（設定：100%、実施：99.9%）

①各部活動の休養日が適切に運用されるよう取組の徹
底を図る。

①すべての学校で部活動
休養日が設定され、休養日
を週２日から３日に増やす
などの取組を行っている学
校も見られた一方で、設定
した休養日の一部について
遵守できていない学校が１
校あった。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況
①教職員の在校等時間の客観的
な計測・記録及び公表

①出退勤管理システムを活用した
在校等時間の客観的な計測・記録
と公表を実施。市町村に対しても
積極的な働きかけを実施。

①市町村への働きかけにより、全ての学校で客観的な計
測・記録を実施し、公表している。

①第３期北海道アクション・
プラン（R6.3）において在
校等時間について公表する
よう明記し、全市町村で公
表されている。

取組
の柱

(3)勤務時間を意識した働き方の推進と学校運営体制の充実
点
数

1 点

②ワークライフバランスを意識した
働き方の推進

②定時退勤日の実施 ②各学校で定時退勤日を設定するなど、ワークライフバラ
ンスを意識した取組の定着が見られる一方で、定時退勤
の実効性の確保が必要となっている。

②定時退勤の促進のため、
勤務時間外における電話対
応の見直しについて働き掛
ける。
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取組
の柱

(4)教育委員会による学校サポート体制の充実
点
数

1 点

②スクールロイヤーによる法務相
談の実施と積極的な活用を促す
制度の周知

②弁護士42名をスクールロイヤー
に委嘱し、法務相談を実施。相談
件数
（R5:65件→R6:78件）

②制度の活用により教職員の精神的な負担の軽減につ
ながるなどの効果がある一方で、活用をためらう学校が
あることから、気兼ねなく活用できるよう更なる周知が必
要である。

②制度の更なる周知を進め
る。

③副校長、教頭を支援する取組 ③-1 調査業務の縮小・簡素化
　道立学校の副校長・教頭の月平
均時間外在校等時間
　　R５：４８．３h→R６：○.○h

③-1　調査業務の簡素化・削減などを進めているものの、
より一層の取組が必要である。
　

③副校長・教頭マネジメント
支援員を配置し、勤務実態
改善に向けた支援方法の
検証を行い、R6年度中に
「中間まとめ」を公表。R７年
度も全道で18校に支援員
を配置し、検証を継続する。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況
①教職員のストレスチェックや産業
医による面接指導の実施など、メ
ンタルヘルス対策の推進

①-１　ストレスチェックの実施
（受検率Ｒ７．３月末現在98.0％）
（受検率Ｒ6．３月末現在97.8％）
①-２　面接指導の実施
（実施率Ｒ７．２月末現在30.0％）
（実施率Ｒ6．２月末現在21.5％）
（いずれも道立学校）

①ストレスチェックの受検率（２ヶ年平均）は約98％。過重
労働による教職員と産業医との面接指導が十分に実施さ
れていない。引き続き、ストレスチェックの受検勧奨、面接
指導の実施について周知徹底を図る。

①面接指導について、働き
かけを行う。

#DIV/0! 1.0 #DIV/0! #DIV/0!

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

○推進指標「時間外在校等時間45ｈ/月、360ｈ/年以内の割合増加」及び取組の柱（１）本来担うべき業務に専念できる環境の整備
・ 第3期アクション・プランに基づき、学校における働き方改革を進め、教職を志す学生などに対し、教員の働き方が着実に変わっていることを広
く発信する。
・保護者や地域住民が学校における働き方改革の趣旨を理解し、各学校の教育活動に協力が得られるよう、働き方改革通信などによる積極的
な広報及び情報提供を実施する。
・「Sドライブ（道立学校共有フォルダ）」）などのICTを活用した文書事務や調査事務の簡素化について、関係課と検討する。

○取組の柱（２）部活動指導に関わる負担の軽減
・部活動休養日の適切な運用等の取組を徹底するとともに、「北海道部活動の地域移行に関する推進計画」により地域移行の取組を進め、地
域の実情に応じて可能な限り早期の実現を目指す。

○取組の柱（３）勤務時間を意識した働き方の推進と学校運営体制の充実
・引き続き、全ての市町村において在校等時間が公表されるよう、働き掛けを継続して実施する。

○取組の柱（４）教育委員会による学校サポート体制の充実
・スクールロイヤー制度の積極的な活用を促すため、学校・教育委員会が気兼ねなく活用できるよう、制度の更なる周知を図る。
・副校長・教頭の業務縮減のため、マネジメント支援員の活用策や配置方法について引き続き検証するほか、働き方改革推進校において校内
における教頭業務の平準化や省力化を進め、好事例を全道に普及する。
・教職員のストレスチェックや産業医による面接指導の実施など、メンタルヘルス対策を推進する。

③-2 文書事務の削減に向けた
メール送付ルール作成等の取組

③－２　学校における文書事務削減に向けたワーキングを
設置し、改善策について検討を行い、メール送付ルールを
作成。令和７年度からの本格実施に向け、事務局職員へ
の周知・徹底が必要である。

４　総合評価

定量評価の判定
(各指標平均点)　[ア]

定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

調整中 調整中 調整中
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3

進路変更を理由とする割合が増加し
たことで、総体的に「学校生活・学校
不適応」を理由とする割合が低下し
た。

26.2 (R7.10)
点

R６.６
(R7.6)

児童生徒の
問題行動等
生徒指導上
の諸課題に関
する調査
（文科省）

道内公立高校の中途退
学者のうち、「学校生活・
学業不適応」を理由とす
るものの割合(%) 30.1

(R3)

26.8 23.6 20.4 17.2 14.0

97.8%

新入学児童生徒学用品
費等の入学前支給制度を
導入する市町村の割合
(%) 97.8

98.9 100

100.0 100.0 100.0 100.0

R7 R8 R9 調査期日

100.0

100.0% 4

　　入学前支給制度の速やかな導入に
ついて、市町村教育委員会あてに文
書により働き掛けを行い、新たに２市
町村が導入したことにより、全市町村
が導入することとなった。

点

R6.6

就学援助実
施状況等調
査
（文科省）

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名 施策項目18　学びのセーフティネットの構築 所管課
高校教育課（教育政策課、社会教育課、義務教育課、特別
支援教育課、生徒指導・学校安全課）

２　定量評価

指標
基準値
(R4)

目標値(上段)
進捗率

点
数

施策の
方向性
(要約)

○　　経済的理由等により就学の機会が損なわれないよう、支援が必要な全ての児童生徒や保護者に対する就学支援に関する制度
    の活用を推進する。

○　　学齢期に様々な事情から十分な義務教育を受けられなかった方など、多様なニーズを踏まえ、学習機会の場の提供を図る。

○　　学び直しなどの学習支援や、教育相談の充実などによる高校中途退学の防止の取組を推進するとともに、中退者に対する社会
    的自立に向けた途切れのない支援体制の充実が図られるよう、関係機関等と連携した取組を進める。

○　　ヤングケアラーや生理用品の入手が困難な児童生徒への相談機会を確保することや、学校においてヤングケアラー等の早期発
    見・早期対応ができる体制を構築できるよう、教職員への研修の充実に努める。また、スクールカウンセラーやスクールソーシャル
    ワーカーの派遣を通じて、学校と福祉、介護、医療等の関係機関が連携したきめ細かな支援体制の充実を図る。

前年度
の状況

総合評価 評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

やや遅れて
いる

○取組の柱（１）就学に係る経済的支援の推進
・市町村におけるきめ細かな広報活動等の促進に向けた情報提供や働き掛けを継続して実施
・就学支援金及び奨学給付金の制度に関する保護者向け資料の見直しやSNSの活用による理解啓発
・各種教育支援制度の保護者等への周知の強化のため、継続的な情報提供と効果的な周知方法の検討・実施
・特別支援教育就学奨励費の制度に関する学校への理解促進及び保護者向け啓発資料の適宜の見直しと学校職員
向け研修会の継続実施

○取組の柱（２）学びの機会の保障
・夜間中学等に関する協議会において、オンライン授業の可能性や課題、他の都府県の先行事例等を参考にして、学び
の機会の充実に向けた協議を推進
・外国人児童生徒等の各学校の受入れ体制の整備や児童生徒一人一人の適切な日本語能力の把握、実態に応じた
日本語指導の在り方等の理解を深めるための教職員や市町村教育委員会職員を対象とした研修の実施
・外国人児童生徒等の日本語能力に応じた初期指導マニュアル追補版の作成や携帯型通訳デバイスの貸出、相談支
援の実施

○取組の柱（３）高校中退者の社会的自立に向けた途切れのない支援体制の充実
・社会的自立に向けた学び直しの支援体制を充実させるため、道民カレッジ事業として、高等学校卒業程度の学力習得
に向けた地域における学びのステップアップ支援促進事業を実施

○取組の柱（４）ヤングケアラー等の児童生徒の状況に応じた支援体制の充実
・スクールカウンセラーを効果的に活用するため、スクールカウンセラー連絡協議会の内容を充実
・様々な家庭の事情により登校できないなどの支援が必要な児童生徒を、市町村の担当部局などの関係機関につない
でいくことの重要性について、一層理解を深めることができるよう、「ヤングケアラー支援のためのガイドライン」を周知

出典
（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6

所管課ＨＰ
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R5 R6 R7 R8 R9 調査期日

①-1 就学援助制度の適切な実施
と保護者への周知徹底に関する市
町村教育委員会への文書による働
き掛け

①-2 高等学校等就学支援金制
度及び高校生等奨学給付金制度
の周知を図るため、保護者向け理
解啓発資料の作成・配付、ＨＰへの
掲載及びSNSを活用した周知

①-3 特別支援教育就学奨励費
制度の事務担当者向け啓発資料
の作成・配付、保護者向け資料の
作成・配付やＨＰへの掲載

①-1 市町村における就学援助制度の充実が図られてき
ているが、援助を必要とする方に対して漏れなく支給が行
われるよう、就学援助制度の活用・充実を図るための制度
の適切な運用やきめ細かな広報等の取組の促進が必要
である。
①-2 就学支援金及び奨学給付金については、制度の周
知が図られてきているが、対象となる家庭が漏れなく申請
できるよう、引き続き、理解啓発資料の充実が必要である。

①-3 保護者からの問合せがあるが、学校でなければ答
えられないことも多いため、特別支援教育就学奨励費の
制度について、保護者の理解が深まるよう学校と連携し、
周知内容や方法について引き続き工夫が必要である。

①-1 市町村における就学
援助制度の周知方法の充
実が図られてきている。

①-2 就学支援金及び奨学
給付金の制度に関する保護
者向け資料や周知方法の
充実が図られてきている。

①-3 保護者の利便性と学
校の負担軽減を考え、啓発
資料を更新したことで進捗
が見られた。

①市町村が実施している要保護者
及び準要保護者に対する就学援
助制度をはじめ、高校生に対する
就学支援金や奨学給付金制度、特
別支援学校等への就学者に対す
る就学奨励制度等の活用の推進

②各種教育支援制度の保護者等
への周知の強化

③ＩＣＴを活用するなどして支給事
務担当者を対象とした研修会の開
催

②教職員、児童生徒、保護者への
周知を図るため、国や道、道教委の
各種支援制度を取りまとめた令和
6年度用啓発資料を作成し、各道
立学校及び各市町村教育委員会
（各市町村立学校）に配付（R6.3
月）、各種会議で周知依頼（４月、
5月、10月）
道教委HP更新（R６.3月）
知事部局作成の啓発資料を各道
立学校及び各市町村教育委員会
に配付（６月、７月）

③特別支援学校事務職員対象の
就学奨励費研修会の実施
（11月、１回、参加者93名）

②対象者への周知は進めているものの、保護者等が制度
を認知していない場合には、必要な支援を受けられなくな
るおそれがあることから、各種支援制度への認知を一層高
めるとともに、対象となる生徒及び保護者等に必要な支援
が確実に行き届くよう、知事部局とも連携し、より効果的な
周知方法の更なる検討が必要である。

③児童生徒の家庭状況により判断に迷う事例が多いこと
から、引き続きオンラインを活用した研修会の開催が必要
である。

②制度の周知を図ることが
できたが、知事部局とも連
携し、効果的な周知方法を
引き続き検討・実施する。

③就学奨励費制度の理解
促進を図ることができた。

①夜間中学等に関する協議会にお
いて、オンラインの活用も含めた教
育機会の提供の在り方などについ
て検討・協議

②海外から帰国した児童生徒や外
国人の児童生徒へのきめ細かな
指導や支援

①夜間中学等に関する協議会等
の開催（８月、２月）。オンライン授
業の試行実施（１１月）。

①オンライン授業における授業サポートの在り方や積み重
ねが必要な教科での実践等についての意見があり、更な
る試行・検討が必要である。また、広域な本道の特性に応
じた札幌市以外の地域における夜間中学の設置の在り方
など、学習機会の確保について検討・協議が必要である。

①年２回、夜間中学等に関
する協議会等で検討を実施
する。

②指導資料の普及や推進
協議会などを通じて、各市
町村教育委員会や学校に
おいて、児童生徒一人一人
の適切な日本語能力等の
把握や実態に応じた日本語
指導の在り方等に係る理解
を深めることができた。

②-1 帰国・外国人児童生徒等の
受入れ体制の整備や日本語指導
等について掲載した、「受入れと指
導のQ&A」の内容を更新するとと
もに、別冊版を作成し、Webページ
へ掲載
②-2 日本語指導協力者の募集・
学校への派遣（１名を１校に派遣）

②-3 携帯型通訳デバイスの学校
への貸出（14校）

②-4 帰国・外国人児童生徒支援
連絡協議会の開催（７月、９月、12
月 延べ196名参加）

②-1　外国人児童生徒等の受入れ実績のない又は少な
い市町村教育委員会及び学校の受入れ体制の整備を一
層進めるため、積極的な活用を周知する必要がある。

②-2　児童生徒一人一人の日本語能力等の実態把握や
卒業後の進路を見据えた日本語指導の充実が図られた。

②-3　外国人児童生徒等の受入れ実績のない又は少な
い市町村教育委員会及び学校の受入れを支援することが
できた。
②-4　帰国・外国人児童生徒等への日本語指導の在り方
や進学・キャリア支援などについて、参加者の理解を深め
ることができた。今後、散在化、母語の多様化等、地域や学
校の実態やニーズの多様化に対応する必要がある。

取組
の柱

(2)学びの機会の保障
点
数

1 点

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

点

３　定性評価
取組
の柱

(1)就学に係る経済的支援の推進
点
数

1 点

ヤングケアラーに関する教
員研修を受講した学校の
割合(%)（小、中、高、特）

24.2

100.0

100.3% 4

「北海道ケアラー支援推進計画」に
おける取組として教職員の共通理解
や具体的な取組を検討するための
「校内研修パッケージ」の着実な実施
を各種校長会議等を通じて促し、ケア
ラー支援推進計画期間内において
は、校内研修実施状況を継続的に把
握することとした。
各学校において、関係機関との連携

や児童生徒及び保護者への啓発に
関する校内研修が進められた。

32.8 89.2

65.8 88.9 100.0 100.0

R7.1

「校内研修
パッケージ」
実施報告
（道教委）

指標
基準値
(R4)

目標値(上段)
進捗率

点
数

出典
（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)
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①相談窓口の周知の強化

②スクールカウンセラー等による相
談体制の充実

③関係機関との緊密な連携体制
の構築

④教職員の理解が深まるよう教員
研修の充実

①相談窓口を掲載した「リーフレッ
ト」を児童生徒に周知（４月）及び
デジタル版の「ヤングケアラーハン
ドブック」を児童生徒に再周知（２
月）

②スクールカウンセラーの配置
（Ｒ５：190校→Ｒ６：190校）

③スクールソーシャルワーカーの派
遣（道ＳＳＷ：Ｒ５：159回→Ｒ６：
165回派遣）

④校内研修用のオンデマンド研修
資料の着実な実施を促すとともに、
研修等における「ヤングケアラー支
援のためのガイドライン」の活用を
促進

①「リーフレット」や「ハンドブック」を通じて相談窓口の周
知を行い、ヤングケアラーに関する電話相談も寄せられて
いる。ヤングケアラーや相談窓口に関する児童生徒の理解
がより一層図られるよう周知の機会、方法等の工夫改善
が必要である。

②Ｒ５年度と同様の配置校数を維持した。スクールカウン
セラー連絡協議会を実施し、効果的な活用について情報
共有することができた。教育相談体制の充実に向け、オン
ラインを含めたスクールカウンセラーを効果的に活用する
ための周知を行う必要がある。

③スクールソーシャルワーカーの派遣により、関係機関に
つなげヤングケアラーへの支援を行うことができた。様々な
家庭の事情により登校できないなどの支援が必要な児童
生徒等に対する更なる相談体制の充実のため、スクール
ソーシャルワーカーによる効果的な支援の在り方について
周知する必要がある。

④校内研修用のオンデマンド資料を活用し、ヤングケア
ラー支援に向けた関係機関との連携や、児童生徒及び保
護者への啓発に関する研修が９割以上の学校で行われ
た。今後も研修の充実が図られるよう働きかけていく必要
がある。

①小学校低学年でもヤング
ケアラー等について理解で
きるようリーフレットにルビを
付して配付した。

②スクールカウンセラー連
絡協議会や教育相談員セミ
ナーを実施し、スクールカウ
ンセラー、市町村職員、学校
担当者等と情報共有した。

③スクールソーシャルワー
カーによるオンライン相談会
を各管内で実施し、必要に
応じて派遣するなど、相談支
援体制の整備を図った。

④ガイドラインの活用に係る
校内研修資料を周知し、計
画的な研修の実施を促し
た。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

取組
の柱

(4)ヤングケアラー等の児童生徒の状況に応じた支援体制の充実
点
数

点

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況
①スクールカウンセラーの派遣等
による教育相談の充実

①スクールカウンセラーの配置（Ｒ
５：190校→Ｒ６：190校）

②学習相談や学習支援等の取組
の充実

②高等学校卒業程度認定試験合
格に向けたオンラインによる学習支
援や相談の実施（７月～３月24
名）

③関係団体と連携した就労や経済
的自立の支援

③子ども相談支援センターでの相
談受付

①Ｒ５年度と同様の配置校数を維持した。スクールカウン
セラー連絡協議会を実施し、効果的な活用について情報
共有することができた。教育相談体制の充実に向け、オン
ラインを含めたスクールカウンセラーを効果的に活用する
ための周知を行う必要がある。

①スクールカウンセラー連
絡協議会や教育相談員セミ
ナーを実施し、スクールカウ
ンセラー、市町村職員、学校
担当者等と情報共有した。

②オンラインにより道内どの地域からでも学習支援を受け
られることに加え、学習に関する相談を行うことで、支援対
象者に寄り添った支援が行うことができた。支援を必要と
するより多くの者に事業が認知されるよう工夫が必要であ
る。

②令和６年度からの事業化
により、学習支援における支
援対象者を拡大することが
できた。

③本年度内の就労や経済的支援に関する相談実績はな
かった。

③引き続き就労についての
不安を訴える相談者に、就
労支援センター等を案内す
る取組を継続。

取組
の柱

(3)高校中退者の社会的自立に向けた途切れのない支援体制の充実
点
数

1 点
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3.7 1.0 4.7 順調

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

○指標関連の取組
・新入学児童生徒学用品費等の入学前支給制度を導入する市町村の割合が１００％となったが、引き続き市町村に対し、入学前支給の申請
漏れがないよう周知期間を長くし、できるだけ早期に支給することなどについて、働き掛けを行う。

○取組の柱（１）就学に係る経済的支援の推進
・市町村におけるきめ細かな広報活動等の促進に向けた市町村教育委員会への情報提供や働き掛けを継続して実施する。
・就学支援金及び奨学給付金の制度に関する保護者向け資料の適宜見直しやSNSの活用による理解啓発を継続して実施する。
・各種教育支援制度の保護者等への周知の強化のため、継続的な情報提供を行うとともに、知事部局と連携して効果的な周知方法を引き続
き検討・実施する。
・特別支援教育就学奨励費の制度に関する学校への理解促進及び保護者向け啓発資料の適宜の見直しと学校職員向け研修会を継続して
実施する。

○取組の柱（２）学びの機会の保障
・夜間中学等に関する協議会等において、オンライン授業の可能性や課題、他の都府県の先行事例等を参考にして、学びの機会の充実に向け
た協議を推進する。
・引き続き、各学校の受入れ体制の整備や、客観的な日本語能力の把握に基づいた日本語指導の在り方等の理解を深めるため、教職員や市
町村教育委員会職員を対象とした研修を実施する。
・引き続き、受入れと指導のQ&A追補版の作成や携帯型通訳デバイスの貸出、相談支援を実施する。

○取組の柱（３）高校中退者の社会的自立に向けた途切れのない支援体制の充実
・高校中退者等に対するオンラインによる学習支援の取組を推進し、多様な背景を持つ人々のニーズに応じた学習機会の充実を図る。

○取組の柱（４）ヤングケアラー等の児童生徒の状況に応じた支援体制の充実
・スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの実践事例などを掲載した資料を作成・周知し、効果的な活用を推進する。
・教職員の理解が深まるようヤングケアラーの事例検討に関する校内研修を推進する。

４　総合評価

定量評価の判定
(各指標平均点)　[ア]

定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価
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点

　文部科学省事業のCOREハイスクー
ル・ネットワーク事業の調査結果であ
るが、事業が令和５年度で終了したた
め、令和６年度以降の実績値はない。90.0

81.0

83.7 87.3

点

　広報誌等で、地域学校協働活動推
進員等の役割と重要性を周知したほ
か、社会教育巡回訪問による助言を
実施した。
　　地域学校協働活動推進員等の重
要性の理解により、参画している学校
の割合は前年度から増えているが、地
域学校協働活動推進員等に対する理
解促進は、引き続き課題である。

　地域と学校の連携推進協議会（本
庁１回、４ブロック１回）、全道地学協
働セミナー（オンライン１回）、地域コー
ディネーター研修講座、地学協働コー
ディネーター研修（オンライン２回、対
面１回）を実施したほか、地学協働ア
ドバイザーを派遣した。
　　ＩＣＴを活用したオンラインでの研修
機会の充実により、研修受講者は前
年度から大きく増加した。

地域学校協働活動推進
員等を対象とした研修の
参加者数（人）

160

78 140

地域学校協働活動推進
員等が学校運営協議会
に参画している学校の割
合(%)（小、中、高、特）

35.6

遠隔授業で実施した教
科・科目について学びに
対する興味・関心を高める
ことができたと感じた生徒
の割合(%)（高）

82.0 84.0 86.0 88.0

79.7

3
点

160 160 160

2
点

総合評価 評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

概ね順調

○取組の柱（１）学校や行政と連携した主体的に地域に関わる児童生徒の育成
○取組の柱（４）多様な学習ニーズに対応した高校づくりの推進
・生徒を含めた地域人材を育成するため、コーディネート機能の確保、学校内の体制整備、コンソーシアムの設置などに
より、地学協働体制を構築
・地学協働体制の構築に向け、広報誌やリーフレット、YouTube等を活用し、全道の関係者に広く普及啓発

○取組の柱（２）学校と地域をつなぐ人材の配置・育成の推進
・地域と学校をつなぐ地域学校協働活動推進員等の資質向上のための研修機会の充実と、研修会等の活用による
コーディネーター同士のネットワーク形成と情報交換の場を整備

○取組の柱（３）地域とともにある学校づくりのための推進体制の構築
・各種研修内容を充実させ、国の動向や地学協働の重要性について改めて周知するとともに、義務教育における学校
運営協議会の機能の充実や道立高校への学校運営協議会の導入促進に向けた取組の普及啓発

80.0 83.2

基準値
(R4)

目標値(上段)
実績値(下段)

点
数

74.0

学校運営協議会を設置し
ている学校（コミュニティ・
スクール）の割合(%)
（小、中、高、特）

　コミュニティ・スクールの設置促進に
向け、地域と学校の連携推進協議会
の実施（本庁１回、４ブロック１回）、社
会教育巡回訪問による助言、各教育
局の地学協働プロジェクトチームの取
組、校長会等各種会議における理解
啓発を実施した。
　高校における新規導入は17校、小
中学校での導入率は9６．２％となり、
全体で目標値を上回る実績が得られ
た。

4

86.4 89.6

30.6

73

160

87.5%

コミュニティ・
スクール及び
地域学校協
働活動実施
状況調査

（文科省）

R6.11

調査終了

COREハイス
クール・ネット
ワーク構想に
係るアンケー
ト調査（文科
省）

R7.2

該当する研
修会の参加
者を集計
（道教委）

40.6 45.6 50.6 56.0

90.9%

32.3 36.9

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名

93.0

104.9%

２　定量評価

指標
R5 R6 R7 R8 R9

進捗率
出典

（調査機関）

調査時期

施策の
方向性
(要約)

○　　行政と学校、地域住民、企業等が連携し、子どもたちが主体的に学び、成果を発信する場を充実させることにより、地域の課題解
    決や地域創生の実現に向けた取組を推進する。

○　　学校と地域をつなぐコーディネーターの発掘・育成を推進するなど、「学校を核とした地域づくり」を通して、未来を担う子どもた
　　ちの豊かな成長を支える地域社会の実現を目指す。

○　　人口減少など社会の変化や生徒の多様な学習ニーズを踏まえながら、地域と連携・協働した魅力ある高校づくりを推進し、地域
    に愛着と誇りを持ってふるさとの発展に貢献する人材を育成する。

前年度
の状況

R6.11

コミュニティ・
スクール及び
地域学校協
働活動実施
状況調査

（文科省）

施策項目19　地域と学校の連携・協働の推進 所管課 社会教育課（高校教育課、義務教育課、特別支援教育課）

分析(令和６年度の主な
取組と成果)【Ｄ・Ｃ】

所管課ＨＰ
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②-1 全道地学協働セミナーをオ
ンラインで開催（Ｒ５：150名→Ｒ
６：127名参加）

②-2 北海道地学協働アワード開
催。参加校17校（Ｒ５：15校→Ｒ６：
17校）

②-3 広報誌「地学協働」を毎月
発行

②-1　地学協働の事例に基づいた成果の発信や課題解
決の方策について学ぶ機会となった。

②-2　ＹｏｕＴｕｂｅで全参加校の発表動画を公開し、１月末
現在で延べ2,346回再生されるなど、広く取組を周知し
た。

②-3　各種研修会の成果報告のほか、全道の好事例をＨ
Ｐで公開したり、道教委公式Xやｎｏｔｅを活用して広く発信
している。

①-1　地域と学校の連携推進協議
会をオンラインで開催（R5：全５
回、計448名→R6:全５回、計4４８
名）
①-2　社会教育巡回指導の実施
(Ｒ５：１５64回→R6:1296回)

①-3　地学協働アドバイザーの派
遣（Ｒ５：１５回→Ｒ６：１０回）

①-1　地域と学校の連携・協働体制の構築を推進するた
めには、地域学校協働活動推進員等の役割が重要である
ことから、講義等で配置促進について周知した。

①-2　各教育局の社会教育指導班による学校や教育委
員会への巡回訪問により、関係者への指導助言を実施し
た。

①-3　学校運営協議会と地域学校協働活動の一体的推
進に向けて、学校運営協議会や市町村教育委員会等での
研修に派遣し、地域学校協働活動推進員等の役割の重要
性の理解促進を図った。

３　定性評価
取組
の柱

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 進捗状況取組の成果と課題【Ｃ】

取組
の柱

(3)地域とともにある学校づくりのための推進体制の構築

点1(1)学校や行政と連携した主体的に地域に関わる児童生徒の育成

1 点

①自治体や企業・団体等の様々な
主体と学校が連携するとともに、探
究型の学習体験を支援するコー
ディネーターを活用した地学協働
体制の構築

②地学協働の取組の成果を全道
に普及啓発

①北海道ＭＡ＋ＣＨプロジェクトの
実施（指定校14校）
地学協働コーディネーターの配置、
コンソーシアムの設置、地域や産業
界等との連携による地域課題探究
型学習の実施

①全指定校で地学協働コーディネーターの配置を含め、
基礎的な地学協働体制を構築した。
　今後、生徒の育成に向けた探究型学習について、構築し
た体制により地域と協働しながら進めていくことが必要で
ある。

①新たに、北海道ＭＡ＋ＣＨ
プロジェクト指定校におい
て、地域の創り手となる生徒
の育成のための地学協働
体制が構築されている。

②セミナーやアワード等のオ
ンライン開催、SNSを活用し
た広報誌による啓発など、
広域の全道であっても、地
学協働の成果について継続
的に関係者への情報提供
ができている。

①地域学校協働活動推進員等の
配置の促進

進捗状況令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】

②地域と学校をつなぐ教職員や地
域学校協働活動推進員等の資質
向上のための研修機会の充実と情
報交換の場の整備

点
数

点
数

取組の成果と課題【Ｃ】

(2)学校と地域をつなぐ人材の配置・育成の推進

点
数

1 点

②地域コーディネーター研修講座
等、地域学校協働活動推進員等を
対象とする研修の実施（Ｒ５：７８名
→R６：10回、140名）

②今年度から地域コーディネーター研修講座を実施し、地
域学校協働活動推進員等の人材育成が進んだ。

①前年度と比較して地域学
校協働活動推進員等が増
加しており（Ｒ５：７０１人→Ｒ
６：８２２人）、配置への理解
促進が確実に進んでいる。

②地域学校協働活動推進
員等を対象とした研修を実
施し、情報交換を進めるとと
もに、さらにオンラインを活
用した学びやすい環境整備
を進める必要がある。

取組
の柱

②放課後活動を支援する指導者の資質向上を目的に、理
論編としてオンラインで２回、演習編として各ブロックごとに
１回開催し、子どもとの関わり方やアイスブレイクゲーム等
のスキルアップの研修を行った。

①学校運営協議会の機能
充実については、熟議での
目的共有をベースに地域学
校協働活動との一体的推
進に向けた研修の必要があ
る。

②全道の広域性に対応する
ため、演習編については、各
地で輪番にして参加できる
ようにし、理論編はオンライ
ンでの開催とするなど、参加
者が参加しやすい形態で実
施している。

②放課後活動推進協議会の開催
（Ｒ５：全道４ブロックで８回１,５２８
名参加→Ｒ６：本庁で２回、全道４
ブロックで各１回。
延べ参加人数1,057名）

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況
①義務教育における学校運営協
議会の機能の充実と道立高校へ
の学校運営協議会の導入促進に
向けた取組の普及啓発

②放課後活動を支える人材に対す
る情報提供や資質向上研修を
行う機会の拡充

①-1　地域と学校の連携推進協議
会をオンラインで開催（Ｒ５：全道４
ブロック３４１名参加→R6：全５回、
計448名）（道立高校へのコミュニ
ティ・スクールの導入は、１市町村に
１校の高校でR5:55校→Ｒ６：72
校)
①-2　地学協働アドバイザーの派
遣（Ｒ５：１５回→R6：10回）

①-3　広報誌「地学協働」を毎月
発行

①-1　学校運営協議会の機能充実には、「熟議」による目
的共有が重要であることから、講義等で協議会の在り方
について理解促進を図った。

①-２　学校運営協議会と地域学校協働活動の一体的推
進に向けて、学校運営協議会や市町村教育委員会等が開
催する研修に派遣し、熟議の実践や機能充実に向けたそ
れぞれの役割への理解促進を図った。

①-3　広報誌「地学協働」により、各種研修会の成果報告
や学校運営協議会の好事例を紹介し、普及啓発を図った。
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５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

○取組の柱（１）学校や行政と連携した主体的に地域に関わる児童生徒の育成
・北海道ＭＡ＋ＣＨプロジェクト指定校における地学協働体制の構築と地学協働による人材育成を推進する。
・MA+CHプロジェクト指定校の事例発表会を開催するなどして、成果を普及する。

○推進指標　地域学校協働活動推進員等を対象とした研修の参加者数及び取組の柱（２）学校と地域をつなぐ人材の配置・育成の推進
・地域学校協働活動推進員等を対象とした研修機会の充実と情報交流の場づくりをとおして、地学協働の要となる人材育成を推進する。
・行政職員等の関係者への研修や地学協働アドバイザー派遣により、地域学校協働活動推進員等の重要性の周知を図る。

○推進指標　学校運営協議会を設置している学校（コミュニティ・スクール）の割合、地域学校協働活動推進員等が学校運営協議会に参画し
　　ている学校の割合及び取組の柱（３）地域とともにある学校づくりのための推進体制の構築
・研修の充実や広報誌により、行政・学校・地域等のそれぞれの役割を再確認し、地域と学校の連携・協働体制の構築に向けた関係者の理解
を促進する。

○推進指標　遠隔授業で実施した教科・科目について学びに対する興味・関心を高めることができたと感じた生徒の割合及び取組の柱（４）
多様な学習ニーズに対応した高校づくりの推進
・普通科新学科の事例等について、引き続き道教委の刊行物に掲載するなどして、成果の普及する。
・T-baseからの遠隔授業の配信方法等を含めた、今後のT-baseの在り方に係る検討を推進する。

４　総合評価

定量評価の判定
(各指標平均点)　[ア]

定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

3.0

1

1.0 4.0 概ね順調

進捗状況

点

①地学協働体制をもとに、
地域と学校が連携・協働し
た取組が進んでいる。

③初任段階教員等の研修
の実施校（連携校）22校
46人

④夏季・冬季講習参加校
（遠隔授業受信校以外）延
べ25校

②令和６年度入学者から釧
路湖陵高校及び大樹高校、
令和７年度入学者から岩見
沢東高校で普通科新学科
を開設した。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】

取組
の柱

①将来を見据えた高校づくりを地
域とともに考える地学協働体制の
構築と普及啓発

③地域連携校における協力校及び
協力校以外の学校との「授業に関
する連携」等の推進

④北海道高等学校遠隔授業配信
センター（T-base）からの配信に
加え、道立学校間における遠隔授
業の実施

②文部科学省事業（普通科改革
支援事業）を活用し、普通科新学
科設置に向けた教育課程の編成・
実施や新学科のＰＲの充実

①北海道ＭＡ＋ＣＨプロジェクトの
実施
（指定校Ｒ５：８校→Ｒ６：14校）

③連携校・協力校間における連携
の実施（Ｒ５：29組5３校→Ｒ６：29
組5４校）

④T-baseからの遠隔授業配信
（地域連携校29校、離島の高校２
校へ８教科　Ｒ５：32科目→Ｒ６：29
科目）

② 普通科新学科設置（予定）校に
対する関係機関等との連携協力体
制の整備や、コーディネーターの配
置などを行い、普通科新学科の取
組を推進（釧路湖陵高校、大樹高
校、岩見沢東高校）

①地学協働コーディネーターの配置、コンソーシアムの設
置等による地学協働体制を構築し、市町村教育委員会等
の関係者と連携・協働した取組を実践している。

③　連携校・協力校間の連携により、特に連携校の生徒の
教育活動の質が向上した。連携について継続して働き掛
けることが必要である。

④　長期休業期間中に実施する課外講習については、遠
隔授業受信校以外の小規模校にも拡大して配信した。引
き続き配信の拡大について検討することが必要である。

②　普通科新学科設置（予定）校と関係機関等の連携協
力体制を推進するとともに、コーディネーターの活用方法に
ついて整理できた。今後は、普通科新学科における取組の
発信が必要である。

(4)多様な学習ニーズに対応した高校づくりの推進
点
数

取組の成果と課題【Ｃ】

－63－ 



68.7

社会教育主事を配置して
いる市町村の割合(%)

　　教育委員会訪問等で配置促進の
働きかけを行うとともに、有資格者を
増やすため、講習の受講環境を整え
たことで、配置の割合が若干改善し
た。

2
点

61.5 67 R6.10

社会教育主
事の配置に
関する調査
（道教委）

75.0 81.2 87.5 93.7 100.0

82.5%

生涯学習の成果を活用し
ている住民の割合(%)

74.0 75.5 77.0 78.5

59.5

R7.2

生涯学習に
関する住民
の意識調査
（道教委）

2
点

R6.6

北海道の市町
村における生
涯学習推進
体制の整備状
況調査
（道教委）

　　障がい者の生涯学習理解促進キャ
ラバン隊等の機会を活用して、障がい
者の学習機会の実態把握の重要性
を繰り返し説明した。その結果、市町
村における実態把握の状況が若干改
善した。1

点

26.8

64.0

79.2%

○　　道民が、生涯を通じて活躍できるよう、必要な知識・技能を身に付け、他者と協働しながら様々な社会的変化を乗り越え、自らの
    可能性を最大限に伸長することのできる学習機会の充実に資する取組を支援する。また、多様な人々が主体的に参画できる包摂
    的な社会の実現を目指し、潜在能力を発揮できる環境整備を推進する。

○　　社会教育の推進に向けた取組への援助や、社会教育主事、社会教育士などの人材の育成に努めるとともに、知事部局や大学、
    企業等の多様な主体との連携・協働により、地域創生の実現に向けた社会教育の振興を推進する。

○　　子どもの豊かな人間性を育むため、学校や家庭、地域において、地域の特色を活かした多様な体験活動を意図的・計画的に創
    出する。

前年度
の状況

総合評価 評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

やや遅れて
いる

○取組の柱（１）生涯にわたる学習活動の推進
・高校中退者等に対する学習支援の取組を推進するとともに、義務教育未修了者等の学び直し、高齢者のデジタルデバ
イド解消等の現代的課題を的確に捉えながら、地域住民が主体的に取り組むための仕組みづくりを支援

○取組の柱（２）社会的包摂の実現につながる取組の推進
・障がい者が参加しやすい講座やイベントを拡充させるため、市町村や社会教育施設における受入体制の向上や、障が
い者の学びの情報保障などをテーマに、研究調査や地域連携コンソーシアム会議等において具体的な方策を協議

○取組の柱（３）学びの活動をコーディネートする社会教育主事などの人材育成
・有資格者に対する社会教育主事への発令や、資格取得を目指す人材の社会教育主事講習受講を促進するため、市町
村教育委員会に対する働き掛けを強化

○取組の柱（４）多様な主体との連携・協働による地域の教育力の向上
・地域の多様な特色を活かした特徴的な地学協働の取組の理解を深め、自立した地域社会の基盤の構築・活性化を図
る「学校を核としたまちづくり」を推進し、地学協働活動を普及啓発

○取組の柱（５）地域の特色を活かした多様な体験活動の推進
・地域の教育資源や指定管理者の有する特性を活かしたネイパル主催事業の実施を拡充するとともに、施設の活動や
取組についてＳＮＳ等を効果的に活用して普及啓発

分析(令和６年度の主な
取組と成果)【Ｄ・Ｃ】

基準値
(R4)

目標値(上段)
実績値(下段)

点
数

施策項目20  生涯学習・社会教育の振興 所管課 社会教育課

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名

80.0

82.4%

２　定量評価

指標
R5 R6 R7 R8 R9

進捗率
出典

（調査機関）

調査時期

施策の
方向性
(要約)

　道民カレッジ事業や多様な学びの機
会充実支援事業、地域住民のための
デジタルリテラシー向上推進事業な
ど、地域住民の生涯学習を支援する
事業を通して、道央を中心といた一部
の管内で割合が増加したが、全道的
には、若干減少傾向となった。62.9 62.2

障がい者の学習機会に関
する実態把握をしている市
町村の割合(%) 34.2 41.7 49.1 56.6

27.9 33

所管課ＨＰ
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①義務教育未修了者等を対象とし
た学び直しのためのオンデマンド教
材を開発（20本の動画）や高等学
校卒業程度認定試験合格に向け
たオンラインによる学習支援や相談
の実施（７月～３月24名）

①－１　義務教育未修了者等を対象とした学びのニーズを
把握するアンケートに基づき、オンデマンド教材を開発し動
画配信（２月）することができた。今後は多くの人が教材を
活用できるよう広報の充実を図る必要がある。
①－２　オンラインにより道内どの地域からでも学習支援を
受けられることに加え、学習に関する相談を行うことで、支
援対象者に寄り添った支援が行うことができた。支援を必
要とするより多くの者に事業が認知されるよう工夫が必要
である。

①令和６年度からの事業化
により、学び直しの学習機会
としてオンデマンド教材の開
発・配信するとともに、学習
支援においては、支援対象
者を拡大することができた。

②学習の成果を地域や社会で活
かす仕組みづくりを支援

②「地域生涯学習活動実践交流セ
ミナー」を開催し、学習の成果を人
づくりや地域づくりに生かす取組を
行っている地域の実践内容等を共
有（２月192名参加）

②研究テーマに即した各管内の実践を交流することで、地
域住民の主体的な取組を促す支援方法について学びを深
め、研究協議の内容や類似した地域課題を各管内で共有
することができた。地域の生涯学習活動の支援体制の構
築や地域の社会教育士との連携等、具体的な実践に向け
た見通しを持つことが必要である。

②研究を推進するための基
調講演を組み込み、研究協
議で地域課題を共有するな
ど、社会教育人材の育成に
寄与することができた。

③高齢者のデジタルデバイド解消
のため、「多様な学習機会の提供」
として、ＩＣＴを活用したデジタルリテ
ラシー向上をテーマとした講座等を
実施

③「地域住民のデジタルリテラシー
向上事業」として、携帯電話会社職
員を講師として派遣し、スマホ教室
等を実施（むかわ町ほか４市町延
べ90名）

③専門的講師を派遣するとともに、地域の社会教育施設
を活用し、地域における特に高齢者に向けたデジタル関連
の知識や技術の習得を図ることができた。市町村のニーズ
を捉えることに加え、各教育局においても本事業の周知を
行い、活用を促す必要がある。

③各地域に専門的講師の
派遣をすることができ、デジ
タル知識の向上機会を提供
することができた。

公立図書館の来館者数
(万人)

556.6
(R3)

760.0 790.0 820.0 860.0 900.0

101.5% 4

　　各図書館における活動がコロナ禍
から回復してきており、道立図書館は
電子図書館サービスや民間団体と連
携した取組などの周知・啓発を行い、
来館者数はコロナ禍前を超えている。
（R1:77,617名→R5:85,904名）

771.6

取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

　　ネイパルにおいて、学校や団体の宿
泊や日帰りでの施設利用の受入れ
や、周辺地域の特色や教育資源を活
かした多様な体験活動を提供する主
催事業の実施により、様々な世代に多
様な体験活動を提供した。
　　また、HPやSNSの活用やイベント
等の実施により、ネイパルの広報活
動・情報発信を推進した。
　　一方で、学校行事の精選や道民の
行動様式の変化等により、利用者数
のコロナ禍以降の回復が遅れている
状況も見られる。

1
点

18.9 18.9

12.3 12.9 R7.4

道立青少年
体験活動支
援施設利用
状況調査
（道教委）

点
数

出典
（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
R8

R6.6
(R7.6)

統計資料「北
海道の図書
館」から集計
（道図書館振
興協議会）

4

　　家庭教育サポート企業等制度を活
用した地域の取組を拡充する必要性
について、啓発用資料も用いて、教育
委員会や締結企業等への働きかけを
強化した。その結果、連携した取組を
増加させることができた。

54.0

135.1%

14.5

北海道の市町
村における生
涯学習推進
体制の整備状
況調査
（道教委）

R6.6

(R7.12)

点

68.3%

道立青少年体験活動支援
施設の利用者数(万人)

18.9

17.9
(R1)

18.9 18.9

指標
基準値
(R4)

目標値(上段)
進捗率実績値(下段)

R5 R6 R7

点1

34.6
点

点
数

取組の実績【Ｄ】

取組
の柱

(1)生涯にわたる学習活動の推進

３　定性評価

④道民誰もがどこからでも読書や
調査研究ができる図書館の利活用
の推進

④道立図書館の電子図書館サー
ビス利用に係る出張利用登録会実
施（５回、計２５３名）及び市町村立
図書館等での利用登録の受付を
開始（協力館：53市町村、60館）

④札幌近郊において道立図書館の利用登録会を実施した
ほか、道内市町村立図書館等の窓口で道立図書館の利
用登録の受付ができるようにした。今後も、特に遠隔地へ
の電子図書館サービスの普及や読書バリアフリーを踏まえ
た障がい者サービス等の一層の充実を図る必要がある。

④電子図書館の活用に向
けた利用登録の推進など、
非来館型サービスの充実に
取り組んでいる。

R9 調査時期

7.3

令和6年度の主な取組【Ｐ】

家庭教育サポート企業が
教育委員会等と連携して
家庭教育支援を行う市町
村の割合(%)

16.2 25.6 35.1 44.5

①義務教育未修了者等の学び直
しに係る学習機会を提供するととも
に、高校中退者等を対象としたオン
ラインによる学習支援の取組を推
進
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点
数

1 点
取組
の柱

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】

点
数

点

点
数

1

進捗状況

点

取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

1

①前年度より受講定員を増
やすとともに、全科目オンラ
インによる運営を継続し、多
くの方の受講機会を促進で
きた。

②オンラインによる参加しや
すい講座の実施や対面によ
る実践的な内容による講座
の実施などにより資質向上
研修として充実を図ることが
できた。

進捗状況

(4)多様な主体との連携・協働による地域の教育力の向上

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】

取組
の柱

(3)学びの活動をコーディネートする社会教育主事などの人材育成

令和6年度の主な取組【Ｐ】

①障がい者の学びのニーズや特性
に応じた学びの機会の確保や取組
の支援、具体的方策の検討
（再掲：施策項目１（３））

①「障がい者の生涯学習支援体制
構築モデル事業」の実施
・障がい者の学びの支援入門講座
（Ｒ５：全５回、８２名→Ｒ６： 全６回、
39名）
・共に学び、生きる共生社会コン
ファレンス
（Ｒ５：１５４名→Ｒ６： 152名）
・障がい者の生涯学習に関する理
解促進に向けたキャラバン隊
（Ｒ５：５会場１６２名→Ｒ６： ４会場
106名）
・多様な主体による学習プログラム
構築事業（６事業（前年度と同））

①専門的知識･技術を持った社会
教育行政職員の育成を推進するた
め「社会教育主事」「社会教育士」
の資格を付与する「社会教育主事
講習」の受講促進

①市町村教委の社会教育・生涯学習担当者等の障がい
理解の促進及び教育、福祉、医療等の多様な主体の連携
によるネットワークが構築された。
　　障がい当事者、障がい当事者団体とのさらなる連携が
必要である。
・障がい者の学びの支援入門講座は、障がい者の学びの
支援について初めて学ぶ人を対象にした講座であり、R5
に多くの受講があったためR6は受講数が減少した。
・共に学び、生きる共生社会コンファレンスは、当初想定の
参加定員を100名としており、R5は札幌市、R6は旭川市
で開催し、圏域の人口規模を勘案しても十分な参加者数
である。
・障がい者の生涯学習に関する理解促進に向けたキャラバ
ン隊は３か年で14管内の実施を計画し、R5は５会場、R6
は４会場だったことや、R6はR５と比べ、人口規模や市町村
数の少ない管内で実施したため参加者数が減少した。

①障がいの有無にかかわら
ず共に学ぶ場の必要性につ
いての理解が広まり、地域
の学びの基盤が強化されて
きている。

取組の成果と課題【Ｃ】

(2)社会的包摂の実現につながる取組の推進

①地域の多様な特色を活かした特
徴的な地学協働の取組の理解を
深め、自立した地域社会の基盤の
構築・活性化を図る「学校を核とし
たまちづくり」を推進し、地学協働
活動を普及啓発
（再掲：施策項目１（５））

②デジタル化の進展を踏まえ、公
民館等の社会教育施設を活用し
た、利用者のデジタルリテラシー向
上の取組の推進

①学校を核とした地域づくりの推
進に向けて、地学協働関係者を対
象にオンデマンド配信による「社会
教育ベーシック講座」を実施（R5:
７月55名→Ｒ６：11月39名受講）

②「地域住民のデジタルリテラシー
向上事業」として、携帯電話会社職
員を講師に迎え、スマホ教室等を
実施（むかわ町ほか４市町延べ90
名）

①コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推
進における役割や効果への理解を深めることができたが、
地域により状況や課題は多様なので、引き続き様々な好事
例を情報提供する必要がある。

②専門的講師を派遣するとともに、地域の社会教育施設
を活用し、地域における特に高齢者に向けたデジタル関連
の知識や技術の習得を図ることができた。市町村のニーズ
を捉えることに加え、各教育局においても本事業の周知を
行い、活用を促す必要がある。

①教職員や行政職員等、
様々な関係者への理解を深
めることができた。

②各地域に専門的講師の
派遣をすることができ、デジ
タル知識の向上機会を提供
することができた。

取組
の柱

②社会教育主事等の資質向上に
向けた研修の充実

①生涯学習推進センターにおいて
社会教育主事講習を全科目をオン
ラインで実施（平日開催を基本とす
るA日程、休日開催を基本とするB
日程で実施（R5:152名→R6：両
日程延べ191名受講）

②－１　経験の浅い社会教育関係
職員等を対象に社会教育入門講
座をオンラインにより実施
（R5:１１７名→Ｒ６：年７回　延べ
304名参加）
②－２　社会教育主事講習を修了し
た社会教育主事や社会教育士を
対象に社会教育上級講座を対面
及びオンラインで実施
（R5:３２名→Ｒ６：年３回　延べ１３
９名参加）
②－３　北海道社会教育主事会協
議会と連携した「北海道社会教育
セミナー」を対面で実施（R5:１８７
名→R6：５月30日～31日　181名
参加）

①道内各地域の市町村教育委員会職員、教員や民間企
業職員をはじめ全国からも含め、様々な所属の方が受講
し、オンラインにより受講者は移動の制限もなく効率的に社
会教育の知識を習得することができ、社会教育主事や社
会教育士の育成を図ることができた。オンラインという環境
により受講途中辞退者もいたため、受講申込み段階での
ガイダンス等の運営の工夫が必要である。

②オンラインによる学びと対面による学びを組み合わせ、そ
れぞれのメリットを生かしながら、様々な講師の活用や学び
の対象を明確にした研修を行うことで、本道における地域
の生涯学習・社会教育を推進する人材の育成を進めた。
社会教育主事や社会教育士のネットワーク構築を支援し、
持続可能な相互の学び合い、かかわりの深まりを図る必要
がある。
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５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

○取組の柱（１）生涯にわたる学習活動の推進
・義務教育未修了者等の学び直しに向けたオンデマンド教材の充実及び活用の促進や高校中退者等に対するオンラインによる学習支援の取
組の推進、並びに地域におけるデジタルリテラシーの向上を図る取組を行うなど、多様な学びのニーズに応じた学習機会の充実を図るための
取組を行う。

○取組の柱（２）社会的包摂の実現につながる取組の推進
・市町村や社会教育施設での事業における障がいのある方の受入体制の向上や情報アクセシビリティの強化等をテーマに調査研究を行った
り、地域コンソーシアム会議で具体的な方策を協議したりするとともに、全道各地でのキャラバン隊による理解促進や共生社会コンファレンスの
地方開催等を通して、障がいの有無にかかわらず誰もが学び続けられる地域社会の構築に向けた取組を推進する。

○推進指標「社会教育主事を配置している市町村の割合」及び取組の柱（３）学びの活動をコーディネートする社会教育主事などの人材育成
・有資格者に対する社会教育主事への発令や資格取得を目指す人材の社会教育主事講習受講を促進するため、市町村教育委員会に対する
働きかけやオンデマンド配信を増やすなどによる一層受講しやすい「社会教育主事講習」の実施、並びにフォローアップ研修の充実や有資格者
同士のつながりを創出するための取組を行う。

○取組の柱（４）多様な主体との連携・協働による地域の教育力の向上
・北海道MA+CHプロジェクトの事例発表会の開催や地学協働に関する事例集の発行等を通じ、好事例を情報発信する。

○取組の柱（５）地域の特色を活かした多様な体験活動の推進
・地域の教育資源や指定管理者の有する特性を活かしたネイパル主催事業の実施を拡充するとともに、施設の取組についてＳＮＳや各種イベン
トなどを通じた情報発信の更なる強化・拡充を図る。

４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

2.3 0.8 3.1 やや遅れている

取組
の柱

①幅広い世代を対象とした主催事業の実施により、学びを
とおして、参加者が地域をより好きになったり、地域のつな
がりを創出するなど、体験活動を通じた地域づくりに寄与
できた。今後は、学びの成果を活かして事業に参画する人
材を増やすなど、学びの拠点づくりを進めることが必要で
ある。

②対象者によって種類を使い分けて、施設の取組の様子を
発信するなど、SNSを効果的に活用した情報発信により、
体験活動の普及啓発を充実させることができた。今後は、
より多くの人にＳＮＳを見てもらう取組や工夫が必要であ
る。

②SNSの内容については、
充実しているが、フォロワー
数の前年度からの増加に課
題が見られる。（前年度から
のフォロワー増加数　86名
/Facebook、１９３名
/Instagram、19名
/YouTube）

①前年度と比べ、主催事業
の参加者数は約１．３倍に増
加したが、主催事業数には
前年度と変化は無かったた
め、体験活動のより一層の
推進のため働きかけが必要
である。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】

(5)地域の特色を活かした多様な体験活動の推進
点
数

0 点

取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況
①ネイパルにおける地域の教育資
源を活用した魅力ある体験活動の
推進

②ＨＰやＳＮＳ等を効果的に活用し
た体験活動の普及啓発

①地域の教育資源や指定管理者
のノウハウを活用した主催事業を
実施（主催事業 R5:2,476名/57
事業→R6:3,175名/57事業）

②各種SNSを活用し、各ネイパル
の体験活動プログラムや主催事業
等の様子などを情報発信（フォロ
ワー数 Facebook:2,515名/5施
設、Instagram:615名/３施設、
YouTube:214名/5施設）

－67－ 



小84.9
中53.0
高98.8

　　学校安全教室等において、児童生
徒自らが積極的に学ぶ交通安全教育
の実施の有用性について普及啓発す
るとともに、交通安全教育の効果的な
事例を掲載した「学校安全教育実践
事例集」を作成した。
　　目標値に到達できなかったが、全て
の校種で大多数の学校が実施してお
り、取組が浸透している。

3
点

　　実践事例集の周知等による地域の
実態を踏まえた自然災害に応じた避
難訓練の実施に向けた普及啓発を
行った。
　　全ての校種、特に高校で実施校の
割合が増加するなど、取組が浸透して
きている。

1

地域と連携した「１日防災
学校」を実施している市町
村の割合（札幌市を除く）
(%)

100.0

地震に加え、地域の実態
を踏まえた自然災害に応
じた、避難（防災）訓練を
実施している学校の割合
(%)（小、中、高）

84.3

小60.0
中51.3
高64.8

100.0

89.9 98.3

100.0

100.0

100.0100.0

小64.0
中56.2
高79.6

100.0

総合評価

66.6%

100.0 100.0

点
数

3
点

体育・保健・
安全に関す
る調査
（道教委）

R6.10

体育・保健・
安全に関す
る調査
（道教委）

R6.10

点

100.0

小60.8
中53.6
高62.4

小９８．７
中97.9
高98.4

小９9.2
中98.5
高96.3

小94.8
中80.2
高96.7

小９9.2
中90.6
高97.6

100.0

施策項目21　安全・安心な教育環境の構築 所管課 生徒指導・学校安全課（施設課）

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名

100.0

98.0%

２　定量評価

指標
R5 R6 R7 R8 R9

進捗率
出典

（調査機関）

調査時期

R6.10

体育・保健・
安全に関す
る調査
（道教委）

施策の
方向性
(要約)

○　　児童生徒等が災害や事故、犯罪等から身を守ることができるよう、危機対応能力、規範意識、社会貢献できる態度を育成する
    ため、学校や家庭、地域、関係機関との連携により効果的な防災教育、交通安全教育、防犯教育の充実を図る。

○　　児童生徒等が安心して学校生活を送ることができるよう、学校・教育委員会が、警察、消防、市町村の防災担当部局等の関係
    機関と連携し、「危機管理マニュアル」等に基づいた校内や登下校時の安全確保に向けた取組を促進する。

○　　地震等の大規模災害が発生し、学校が被災した時に備え、被災した学校が早期に再開できるよう、支援活動等に進んで協力
    する体制の構築と支援に努める。

○　　地震による人的・物的損害の発生防止のため、学校施設の耐震化や老朽化対策のほか、地域の避難所として全ての方が安心
    して利用できるようバリアフリー化等を促進する。

前年度
の状況

評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

やや遅れて
いる

○取組の柱（１）体験を重視した効果的な交通安全教育と防犯教育の推進
・体験を重視した防犯教室及び交通安全教室の充実

○取組の柱（２）家庭や地域とともに学ぶ体験的な防災教育の推進
・「１日防災学校」を始めとした防災に係る取組の充実

○取組の柱（３）安全確保や災害対応体制の確立
・危機管理マニュアルの不断の見直し

○取組の柱（４）被災地域の学校への支援に向けた体制の構築
・被災地域の学校支援に関する体制の整備と研修の充実

○取組の柱（５）公立学校施設の長寿命化や耐震化・新しい時代の学びを実現する学校施設等の促進
・耐震化の早期完了に向けた関係市町村への情報提供・要請のほか、国に対し財政措置等施策の充実を要望
・老朽化対策やバリアフリー化を促進するために、市町村に対し必要な情報提供や働き掛けを行うとともに、国に対し財
政措置等施策の充実について要望

分析(令和６年度の主な
取組と成果)【Ｄ・Ｃ】

小99.0
中98.9
高100.0

基準値
(R4)

目標値(上段)
実績値(下段)

　　学校安全教室等において、防犯教
室及び防犯訓練の実施の有用性につ
いて普及啓発するとともに、防犯教育
の効果的な事例を掲載した「学校安
全教育実践事例集」を作成した。
　　目標値に到達できなかったが、全て
の校種で大多数の学校が実施してお
り、取組が浸透している。

児童生徒自らが積極的に
学ぶ交通安全教育を行っ
ている学校の割合(%)
（小、中、高）

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

95.8%

防犯教室及び防犯訓練
の両方を実施している学
校の割合(%)（小、中、
高）

100.0 100.0 100.0

点

　　地域と連携した取組を掲載した「１
日防災学校実践事例」に新たに各管
内の実践事例を追加した。
　　市町村での実施が定着しつつあ
り、継続して取り組んでいる市町村で
は実施校数が増加している。

98.3% 3

R6.6

１日防災学
校に係る実
施報告書
（道教委）

所管課ＨＰ

－68－ 



①-2　実施校の成果や好事例を発信し、未実施校の防災
教育の重要性についての意識の向上を図った。引き続き、
未実施校へ働き掛けることが必要である。

②-1 「北海道高校生防災サミッ
ト」のオンライン開催（11月　50校
から約190名参加）

②-1　「北海道高校生防災サミット」おいて、各学校の実
践発表や「防災アクションプラン」の作成・交流を行い、生
徒の防災意識の向上が図られた。

②-2 防災サミットの取組を情報発
信するため「北海道防災サミット
note」を更新（12月～）

②-2　SNS「北海道高校生防災サミット（note）」におい
て、各校の「防災アクションプラン」を掲載し全道に発信す
ることにより、全道の高校における防災意識の醸成を図っ
た。

①-2　各学校及び市町村におけるヘルメット着用などの自
転車の安全利用に向けた取組の充実が図られた。引き続
き、ヘルメット着用率が向上するよう各学校への働きかけ
が必要である。

②-1 道警察等の関係機関と連携
した教職員に対する研修の実施
　管内学校安全推進会議（８月～１
月、11管内、649名参加）
　学校安全教室（10月、３管内、
　88名参加）
②-2 道警察等の関係機関と連携
した「闇バイト」の啓発資料の周
知、ポータルサイトを活用した注意
喚起

②-3 「生命（いのち）の安全教
育」の実施状況調査（小中高
100%実施予定）、 「生命（いの
ち）の安全教育」の実践事例集の
作成及び周知

②-1 学校安全教室において、さすまた等を用いた具体的
な研修が実施されるなど、各学校における防犯教室や防
犯訓練の充実が図られた。引き続き、警察等と連携した防
犯教室や防犯訓練が行われるよう、各種研修の充実が必
要である。

②-2 ポータルサイトに新たに「闇バイト」の実態や特徴、
相談先などの情報を掲載し、SNSなども活用して注意喚
起を行ったことで学校における指導の充実につながった。
引き続き、関係機関と連携し、啓発していくことが必要であ
る。
②-3 学校への指導助言や学校の実践事例の周知によ
り、児童生徒が性暴力の加害者、被害者、傍観者にならな
いための「生命（いのち）の安全教育」が推進されており、
引き続き、指導の充実が図られるよう指導する必要があ
る。

②学校安全教室、管内学校
安全推進会議等で関係機
関と連携した教職員向け研
修会の充実を図った。

②-2 「闇バイト」への関与
防止の取組の充実を図っ
た。

②-3 「生命（いのち）の安
全教育」の取組充実を図っ
た。

点
数

1 点

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況
①「学校の危機管理マニュアル」
等を活用した指導助言の充実

②「通学路交通安全プログラム」
等に基づく効果的な取組の推進

①-1 市町村の防災部局や消防な
どの関係機関と連携した「１日防
災学校」の実施（Ｒ５：716校→Ｒ
６：769校（幼・小・中・高・特）で実
施）

①-1　全ての市町村での「１日防災学校」の実施が定着し
つつあり、実施校数が増加している。一方で、継続した実
施とならなかった市町村もあるため、引き続き全市町村に
対して「１日防災学校」の実施と、各教科等の内容を工夫
した学習や、地域人材等を活用した防災教育の実践など、
更なる内容の充実が図られるよう働きかけが必要である。

①発達段階に応じた交通ルールや
自転車の安全等に関する知識・技
能を身に付けるための交通安全教
室や児童生徒が安全対策につい
て話し合うなど、体験を重視し主体
的に学ぶ交通安全教育の充実

②警察や地域の防犯団体と連携し
体験を重視した防犯教室や防犯訓
練の実施、児童生徒等に対する
「闇バイト」への関与防止の取組、
「生命（いのち）の安全教育」の充
実

①②各学校での好事例を
取りまとめた安全教育実践
事例集の充実を図った。

1

点

基準値
(R4)

指標

99.3

公立小・中学校の耐震化
率(%)

100.0 100.0 100.0 100.0

R6.4

公立学校施
設の耐震改
修状況フォ
ローアップ調
査
（文科省）

98.7

取組
の柱

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

(2)家庭や地域とともに学ぶ体験的な防災教育の推進
点
数

1 点

①学校教育指導や実践事例の普
及による「１日防災学校」等を活用
した発達段階に応じた防災教育の
充実

②高校生の防災ネットワークの拡
大や防災意識の向上のため、「北
海道高校生防災サミット」を開催

取組
の柱

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】

①　危機管理マニュアルの
検証、改善を促進した。

②　「通学路交通安全プロ
グラム」等に基づく定期的な
点検等の充実を図った。

取組
の柱

(3)安全確保や災害対応体制の確立

　　関係市町村に耐震化早期完了の
働き掛けを実施するとともに、国に補
助要件の緩和や財政措置等施策の
継続・充実を要望した。
　　R６年度耐震化未完了学校数が減
少（13校（対前年度５校減））し、耐
震化率が向上した。

100.0

99.3%

99.1

3

取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

点
数

点(1)体験を重視した効果的な交通安全教育と防犯教育の推進

３　定性評価

①-1 道警察等と連携した交通安
全教育の実施方法の工夫につい
て、各種研修等での指導助言

①-2 各学校における児童生徒の
自転車乗車用ヘルメット着用促進
の取組等に関する調査及び着用促
進に向けた指導の実施

①-1 安全等に関する知識・技能を身に付けるための道警
察などと連携した体験型の交通安全教室や児童生徒が
主体的に学ぶ交通安全教育の充実が図られた。引き続
き、充実した交通安全教育が全ての学校で行われるよう
に、好事例等の紹介等が必要である。

①-2　「１日防災学校実践事例」
の周知

目標値(上段)
進捗率

点
数

出典
（調査機関）

①　学校教育指導や学校安全推進
会議等において、国の「学校の危
機管理マニュアル等の評価・見直
しガイドライン」「学校事故対応に
関する指針」「学校における安全点
検要領」を活用し、危機管理マニュ
アルを不断に検証・改善するよう指
導
②　教育委員会訪問や学校教育指
導等による「通学路交通安全プロ
グラム」等に基づく定期的な点検
等について指導助言

①　危機管理マニュアルの検証・改善、学校事故対応、安
全点検要領について指導し、ほぼ全ての学校で危機管理
マニュアルの見直しが行われた。引き続き、危機管理マ
ニュアルの不断に検証・改善への指導が必要である。

②　「通学路交通安全プログラム」に基づき点検等を行う
よう指導助言を行い、ほぼ全ての学校で通学路の安全点
検が行われた。引き続き、通学路の安全点検への指導が
必要である。

①　関係機関と連携した「１
日防災学校」の取組や、「１
日防災学校実践事例」の充
実を図った。
　　また、防災教育の充実を
図るため、教職員向けに防
災教育の研修会を実施し
た。

②　「北海道高校生防災サ
ミット」の実施、「北海道高
校生防災サミットnote」の
更新により、高校生による防
災の取組を発信した。

調査時期R9R8R7R6R5

分析(令和６年度の主な
取組と成果)【Ｄ・Ｃ】

実績値(下段)
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取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

点

①　被災地域の学校支援に関する
体制の整備と研修の充実（学校が
被災した際の早期教育活動再開
に向けた対応、学校に避難所が開
設されたときの運営方法、被災した
児童生徒の心のケア等に関する教
職員研修の充実）

①－１　被災地域の学校支援に関
する研修会の開催
・基礎研修A（集合とオンラインの
併用開催。７月、129名参加）
・基礎研修B（オンライン開催。11
月、102名参加）
・応用研修①兼派遣リーダー研修
　（８月、29名参加）
・応用研修②兼派遣リーダー研修
　（１月、３６名参加）
①－２　災害時の学校早期再開や、
平常時における学校防災体制の整
備などについてまとめた「災害時に
おける学校再開のハンドブック作
成」し、ＨＰで公開
①－３　北海道災害時学校支援
チーム設置運営要綱を決定

①　大規模な自然災害等の発生により、学校の教育活動
の再開に向けて支援が必要となった場合に備え、被災地
へ教職員を派遣する制度を整備するとともに、人材育成を
強化するため、研修内容の充実を図った。
　実際に被災地へ派遣が必要となった場合に備え、支援
チームの構成員の登録を行ったが、可能な限り多くの登録
者を確保し、体制の拡充を図ることが必要である。

①　被災地域の学校支援に
関する研修会の内容を充実
するとともに、被災時におけ
る学校支援チームの設置運
営要綱を決定し、必要な研
修を修了した５３名を支援
チーム員として登録。

1

取組
の柱

(4)被災地域の学校への支援に向けた体制の構築

①　耐震化未完了市町村に対し、
個別に耐震化完了に向けた検討
状況の把握と早期完了への働き掛
けを実施（12月１町、１月29市町）

②　市町村の教育長等の団体の役
員会の場において、老朽化対策や
バリアフリー化等防災機能の強化
などについて働き掛けを実施

①　耐震化率は99％を超え、多くの市町村で対策を完了し
ているが、財政事情等から完了までになお時間を要する市
町村に対し、引き続き働き掛けが必要である。

②　文部科学省によるＲ４年度の学校施設のバリアフリー
化に関する実態調査において、Ｒ２年度の実態調査よりも
ほとんどの項目で整備率は上昇しているが、全国平均より
約10ポイント下回る項目もあり、市町村による計画的な取
組と市町村に対する取組の加速に向けた支援の継続が必
要である。

①　公立小・中学校の耐震
化率が向上している。

②　学校施設のバリアフリー
化に関する実態調査を実施
した。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

○取組の柱（１）体験を重視した効果的な交通安全教育と防犯教育の推進
・警察等との連携による体験を重視した防犯教室及び交通安全教室の充実を図る。

○取組の柱（２）家庭や地域とともに学ぶ体験的な防災教育の推進
・地域や関係機関との連携による「１日防災学校」の推進及び児童生徒の防災意識を高める取組の充実を図る。

○取組の柱（３）安全確保や災害対応体制の確立
・「学校の危機管理マニュアル」等の不断の見直しと通学路などを含めた安全管理体制の充実を図る。

○取組の柱（４）被災地域の学校への支援に向けた体制の構築
・被災地域の学校支援に関する研修の充実により、北海道災害時学校支援チーム体制の拡充を図る。
・教職員がより参加しやすい研修となるよう、基礎研修を完全オンラインにより実施。

○取組の柱（５）公立学校施設の長寿命化や耐震化・新しい時代の学びを実現する学校施設等の促進
・耐震化を早期に完了する必要があることから、耐震化の早期完了に向けた関係市町村への情報提供や要請を行うほか、引き続き国に対し、
財政措置等施策の充実について要望する。
・老朽化対策やバリアフリー化を促進するために、引き続き市町村に対し、必要な情報提供や働き掛けを行うとともに、国に対し、財政措置等
施策の充実について要望する。

４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

2.6 1.0 3.6 概ね順調

取組
の柱

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

(5)公立学校施設の長寿命化や耐震化・新しい時代の学びを実現する学校施設等の促進
点
数

点
数

1 点

①　学校施設等の耐震化未了の市
町村に対し早期完了に向けた働き
掛けを実施

②　学校施設の老朽化対策やバリ
アフリー化等の促進について、市町
村への働き掛けや市町村の取組の
支援

－70－ 



190 203

276.4 309.7

4

R7.4

運営計画、実
施状況及び
道立美術館
評価に係る評
価結果等報
告書
（道教委）

運営計画、実
施状況及び
道立美術館
評価に係る評
価結果等報
告書
（道教委）

R7.4

R6.11

「北海道文化
財保護強調
月間」におけ
る文化財展示
公開・活用事
業調べ
（道教委）4

点

167 178

評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

順　　調

○取組の柱（１）芸術文化に身近に接する機会の充実
・芸術文化に身近に接する機会の充実のため、美術品購入を目的とした寄付金制度を開始し、魅力ある展覧会を開催。
・知事公館・近代美術館エリアの総合的な活用構想との整合性を図り、近代美術館リニューアル基本構想を策定。

○取組の柱（２）学校の教育活動への支援の充実
・学校の教育活動への支援充実のため、「オンラインアート教室」の事業実施期間を3か月延長し、利用機会の充実を図る
とともに、部活動指導員配置に係る予算の拡充について国に要望。

○取組の柱（３）次代につなぐ文化財保護の推進
・指定文化財や未指定文化財の現況把握や指導助言を実施し文化財保護の推進を図るとともに、文化財の活用につい
て情報発信。

○取組の柱（４）アイヌ民俗文化財の保存・伝承活動の推進
・アイヌ民俗の技術と芸能の伝承及び叙事詩等の翻訳整理や調査を行うとともに、その成果を普及。

○取組の柱（５）世界文化遺産に対する理解の促進
・世界文化遺産「北海道・北東北の縄文遺跡群」を始めとする地域の縄文遺跡を教材とし、学校教育での活用を推進。
・世界遺産子どもサミットにおける各校の発表を公開し、各地域での取組を促進。また、普遍的価値の普及・啓発を図るた
め、インタープリテーション の在り方についての調査研究や青少年向けの講演会等を実施し、成果を広く公開。

分析(令和６年度の主な
取組と成果)【Ｄ・Ｃ】

基準値
(R4)

目標値(上段)
実績値(下段)

点
数

147
(R3)

美術館・博物館のホーム
ページの閲覧者数（万件）

232.6 242.6 252.6 262.6 274.3

127.7%

　学校教育活動における道立美術館
等の利用について、各市町村教育委
員会や各道立学校に通知を発出す
るとともに、各道立美術館・博物館に
おいて、近隣の学校に利用を呼びか
け、活動の充実を図った結果、R6目
標値を上回る多くの学校に活用して
もらうことができた。

241 230

施策項目22　芸術文化活動の推進 所管課 文化財・博物館課（社会教育課、部活動改革推進課）

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名

217

129.2%

２　定量評価

指標
R5 R6 R7 R8 R9

達成率
出典

（調査機関）

調査時期

施策の
方向性
(要約)

○　　道内の美術館等が文化発信等の拠点としてネットワークでつながり、多様な鑑賞機会の拡充や教育普及活動を充実させること
    により、子どもたちの芸術に対する感性や郷土の歴史・文化に対する理解の深化を図るとともに、全ての道民が芸術文化活動を楽
    しめる環境づくりに取り組む。

○　　世界文化遺産の構成・関連遺産をはじめとする地域の文化財について、将来に向けた保存や教育的活用はもとより、北海道固
    有の歴史・文化の特色と価値が国内外に発信され、地域振興や観光資源などとして活用されるよう、知事部局と連携しながら取り
    組む。

前年度
の状況

総合評価

点

学校教育活動として美術
館・博物館を活用した学校
数

212.6
(R3)

83.1

97.0

100.7%

　各道立美術館・博物館において、最
新の展覧会やイベントの情報などの
積極的な更新を図った結果、R6目
標値を上回る多くの方々に閲覧いた
だいた。

4
点

　　HPやニュースレター及びポスター
掲示により周知を続けた結果、強調
月間中に文化財を活用した事業を
行う市町村が増加した。

指定文化財所在市町村で
北海道文化財保護強調月
間に「文化財を活用した事
業」を実施している市町村
の割合(%)

86.0 87.1 90.3 93.5

83.9 87.7

所管課ＨＰ

－71－ 



②-1 巡回講演事業の実施
　　　　　（文化庁）
　　　　　　（Ｒ５：３７校→Ｒ６：26校)
　　　　　　（Ｒ６参加希望校：35校）
②-2 芸術家の派遣事業の実施
　　　　　（文化庁）
　　　　　　（Ｒ５：７７校→Ｒ６：40校)
　　　　　　（Ｒ６参加希望校：75校）
②-3 巡回小劇場の実施
　　　　　（道教委）
　　　　　（Ｒ５：３４校→Ｒ６：51校)

②道教委が実施する巡回小劇場については、実施校が増
した一方、文化庁が実施する巡回講演事業及び芸術家の
派遣事業については、文化庁の審査により相当数の学校
が事業実施校として採択されず実施校が減少。住んでいる
地域に関わらず、子どもたちに芸術文化に触れる機会を提
供することが必要。

②新たな芸術団体の情報
を発掘するなど、市町村の
積極的な活用を促す公演
リストの作成や配付を引き
続き実施した。

③部活動指導員の活用が進んでいるが、財源不足により
全ての申請に対応できない状況にあることから、国に対し
財源措置の拡充を要望する。

③部活動指導員の配置数
が増加した。

③　令和7年3月27日開催の教育
委員会において、「近代美術館リ
ニューアル基本構想」を決定

③「近代美術館リニューアル基本構想」の策定により、施
設の整備方針などリニューアルに向けた基本的な考え方を
整理することができた。今後は、本構想を基に、施設整備や
運営方法等に関する計画を盛り込んだ基本計画の策定が
必要。

④R６は新たに１３本の動
画を配信した。

②NEXCO東日本北海道
支社が実施するスタンプラ
リーのスポットとして、道内
各地の約30の美術館が参
加し、取組を広く紹介した。
また、道の包括連携企業主
催のパネル展等で周知し
た。

②より多くの道民が芸術鑑賞等の文化に触れる機会を提
供し、事業の充実と周知を図るため、これまでの方策に加
え、より効果的な広報が必要であることから、道と包括連携
協定を締結している企業と連携することができた。引き続き
企業と連携し、取組を継続することが必要である。

分析(令和６年度の主な
取組と成果)【Ｄ・Ｃ】

3
点

96.0 98.0 100.0

８１．９ (R7.10)

３　定性評価
取組
の柱

令和6年度の主な取組【Ｐ】

R6.7
(R7.7)

教育活動等
に関する調査
（道教委）

点
数

91.0%

目標値(上段)
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9
縄文文化を解説する教材の追加及
びゲストティーチャー授業の実施（7
校10回）

出典
（調査機関）

調査時期

指標
基準値
(R4)

達成率

「北海道・北東北の縄文遺
跡群」など地域の文化財を
活用した教育活動を実施
した学校の割合(%)（小、
中）

90.0 94.0

取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

点
数

(1)芸術文化に身近に接する機会の充実 点1

79.7

①学校の教育活動への支援充実
のため、「オンラインアート教室」事
業による利用機会の充実

①-1 道立美術館と学校をオンライ
ンでつなぐ「道立美術館オンライン
アート教室」を実施
　　　　　　（R５:21校→R６:：２２校）
①-2 鑑賞学習支援ツール（学校
貸出用美術鑑賞教材）の貸出
　　　　　　（Ｒ５：２６校→Ｒ６：24校）

①「オンラインアート教室」の実施校を増加することができ
た。青少年の豊かな創造性や情操を育むことを目指し、多
くの学校等で芸術に触れる機会を提供するために、より効
果的な事業展開と広報が必要である。

①「オンラインアート教室」
の実施校が増加した。

②学校等を対象に優れた舞台芸術
等の鑑賞機会の提供

①美術品購入を目的とした寄付金
制度を開始し、魅力ある展覧会を
開催

②道立美術館と道内美術館との相
互連携により多様な鑑賞機会の提
供や魅力あるイベント、効果的なＰＲ
活動などを行う「アートギャラリー北
海道」の取組の充実

③知事公館・近代美術館エリアの
総合的な活用構想との整合性を図
り、近代美術館リニューアル基本構
想を策定

④道立美術館の所蔵作品のデー
ターベース化などの機能強化やデ
ジタル技術を活用した鑑賞機会の
充実

④道立美術館等の展覧会やコレク
ション等を紹介する動画「北海道リ
モート・ミュージアム」をＨＰにより配
信（動画８２本配信）

②「アートギャラリー北海道」推進
事業の実施
　連携展（道立2館2展）
　若手作家紹介展（１館１展）

④居住地域にかかわらず、芸術文化に触れる機会を提供
するため、各道立美術館・博物館の協力により、動画配信
の積極的な実施が必要であることから、動画の配信を行う
よう各道立美術館・博物館に働き掛けた。引き続き各道立
美術館・博物館と連携し、事業成果の一層の普及が必要
である。

(2)学校の教育活動への支援の充実
点
数

1

③「近代美術館リニューア
ル基本構想」を踏まえ、リ
ニューアル基本計画の策
定に向け検討を開始した。

点

①‐１道立美術館・博物館における
コレクション展、特別展の開催（５美
術館、３博物館）

①‐2寄付金制度の実績（１０件）

①‐１より多くの道民の利用が図られるよう、各道立美術
館・博物館において、コレクションの充実を図った。道内外
の美術館のコレクションを生かした魅力的な事業の検討が
必要である。
①‐2　広く制度の周知を図るため、効果的な広報や企業へ
のアプローチが必要である。

取組
の柱

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①道の包括連携企業や記
者との交流会に参加し、美
術品購入を目的とした制
度説明を行った。

③中学校・高校における文化部活
動の充実などを図るため、部活動
指導員の配置充実

③部活動指導員の配置（R5:道立
159名、市町村立11名→R6:道立
163名、市町村立22名）

－72－ 



1 点

①-1･2　翻訳整理・報告
書を継続して作成する。

①-3･4　アイヌ協会と連絡
調整を図りながら若い世代
への伝承に取り組んだ。

①-5　講演後、講演者も交
えて協議・情報交換の時間
を設けるなど内容の充実を
図った。

①-1･2　アイヌ民俗文化の伝承・活用のため整理・調査さ
れていない叙事詩や生活習慣・民俗技術等、翻訳整理や
調査をまとめ、刊行物を発行。未調査部分については今後
も継続した調査が必要である。

①-3･4　技術・芸能伝承講座は事業継続の成果として、外
国人や若い世代の増加が見られた。引き続き講座を実施
し、伝承に努めることが必要である。

①-1 アイヌ民俗技術に関する調査
の実施、報告書の作成

①-2 「金成マツノート」の翻訳・整
理、報告書の作成

①-3 アイヌ民俗技術伝承講座の
開催（6講座465名参加）

①-4 アイヌ民俗芸能伝承講座の
開催（4講座358名参加）

①-5 アイヌ文化財専門職員研修
会の開催（1月25名参加）

①-5　アイヌ文化について、実体験を交えながらわかりやす
く講演をした結果、研修会参加者の反応は良く、今後も現
場のニーズに対応した研修内容の充実が必要である。

①指定文化財の現状把握・適切な
管理や、未指定文化財の調査・指
定等を推進するとともに、文化財の
活用について情報発信

②市町村等と連携し、文化財に親
しむ環境づくりの促進や地域におけ
る保存・伝承に向けた機運の醸成

①喫緊に修復が可能な文
化財や、未指定文化財につ
いて現地に赴き、現状把握
と指導助言を実施した。

②R６は、ニュースレターを
２回発行したが、今後も回
数の増や内容の充実を図
る予定である。

①-2 修繕が必要な文化財や、未
指定文化財について調査を実施
（和田屯田兵村被服庫、琴平神社
例大祭、ヌタベット湿原など）

①-2 未指定文化財の指定や登録の推進についても関係
市町村に赴いた際に指導助言を実施した。

②-1 北海道文化財保護強調月間
（10月８日～11月７日）に関するポ
スター作成や、期間中の実施事業
を道教委ＨＰで公開・周知し、市町
村の取組を支援（136市町村389
件の事業）。また、期間中、「北海
道・東北地区民俗芸能大会」に羽
幌町のオロロン太鼓の団体が出演
し、多くの人が観覧。
②-2 学校教育や生涯学習の場で
活用できるように文化財ニュ－スレ
ターの発行（年２回発行、HPで公
開）

②-1 実施状況の公開・周知により実施件数に若干増加
が見られたほか、民俗芸能大会への出演により、民俗芸能
伝承の機運を高めることができた。また、別海町が文化財
保存計画を策定するなど、道内の文化財保護の動きが活
発になってきているため、引き続き周知を行う。

②-2 文化財ニュースレターを発行し、学校等教育機関等
に送付及び道教委ＨＰのトップページで公開するなどして、
引き続き、指定・登録や地域の文化財についての情報発信
を行う。

①-1 文化財調査員による指定文
化財の現況調査・保存指導を実
施。これまでの取組が実を結び、国
指定重要文化財１件、登録有形文
化財１件が文化財として認定

①-1 助成制度の周知を行ったほか、喫緊に修復等が必
要な文化財は専門家と共に直接現地に赴き、現状把握と
今後の方向性について文化庁や関係機関と連携を図り、
指導助言を実施した。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況
①アイヌの人たちの歴史や文化に
ついて理解を深められるよう、民俗
技術の調査や保存・伝承活動を推
進するとともに、その成果を普及

取組
の柱

(4)アイヌ民俗文化財の保存・伝承活動の推進
点
数

1

取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

点

(3)次代につなぐ文化財保護の推進

取組
の柱

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

取組
の柱

点
数

令和6年度の主な取組【Ｐ】

①世界文化遺産の学校教
育での活用が図られ目的
が達成されたところであり、
成果の周知を引続き行う。

②取組の促進が図られ目
的が達成された。

③計画どおり事業が実施
され、成果の周知を引続き
行う。

②世界遺産子どもサミットにおける
各校の発表を公開し、各地域での
取組を促進

③普遍的価値の普及・啓発を図る
ため、インタープリテーション の在り
方についての調査研究や青少年向
けの講演会等を実施し、成果を広く
公開

②世界遺産子どもサミットをオンラ
インで開催（11月29日、参加７
校）、ライブ配信を行うとともにアー
カイブ動画を公開

③「北海道世界文化遺産活用推進
実行委員会」（事務局：文化財・博
物館課）主催により・世界文化遺産
インタープリテーション等調査研究
事業（R6.8月～R7.3月）
・ユネスコ世界文化遺産講演会（札
幌、116名参加）

②世界遺産子どもサミットの開催を通じ、道内 の構成資産
所在地の児童生徒の遺跡の学習や活動が深まり、各校の
プレゼンテーション能力も大きく向上したため、世界遺産の
学校教育での活用事例として発信が必要である。

③調査研究事業に参加した市町の間で、インタープリテー
ションに対する情報共有と理解が深まったが、事業成果を
実行委員会のホームページで引続き公開することで、道内
にインタープリテーションの浸透を図ることが必要である。

(5)世界文化遺産に対する理解の促進
点
数

1 点

①世界文化遺産「北海道・北東北
の縄文遺跡群」を始めとする地域
の縄文遺跡を教材とし、学校教育
での活用を推進
（再掲：施策項目１（５））

①北海道の縄文文化の理解向上
のため、その前後の時代を紹介する
教材動画の開発、と、それらを活用
したゲストティーチャー授業の実施
（全道7校10回）

①教材動画を用いたゲストティーチャー授業実施校では、
縄文文化に対する児童生徒の理解と関心が得られ、今後
は学校教育関係者等への成果の継続的な周知が必要で
ある。
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3.8 1.0 4.8 順調

総合評価

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

○取組の柱（１）芸術文化に身近に接する機会の充実
・芸術文化に身近に接する機会の充実のため、美術品購入を目的とした寄付金制度を広く周知するなどし、魅力ある展覧会を開催する。
・近代美術館の“目指す姿”を実現するために必要な美術館の機能や役割を更に具体化し、リニューアルに必要な施設整備や運営方法などを盛
り込んだ基本計画の策定に取り組む。

○取組の柱（２）学校の教育活動への支援の充実
・ 学校の教育活動への支援の充実のため、引き続き「オンラインアート教室」を実施し、利用機会の充実を図る。

○取組の柱（３）次代につなぐ文化財保護の推進
・ 文化財調査員による指定文化財の現況把握や指導助言を実施して文化財保護の推進を図るとともに、文化財の活用について、内容を充実さ
せた情報発信を行う。

○取組の柱（４）アイヌ民俗文化財の保存・伝承活動の推進
・　アイヌ民族の技術と芸能の伝承及び叙事詩等の翻訳整理や調査を行うとともに、その成果の普及を図る。

○取組の柱（５）世界文化遺産に対する理解の促進
・これまでの取組について、学校教育関係者や世界文化遺産関係者に向けて周知を継続し、成果の普及を図る。

４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ]
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